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はじめに
１
　
モデルケースとしての仲介業者の報酬請求権
宅地建物取引業者により不動産売買の媒介が行われるとき、売買契約を成立させるまでの過程で、売買契約当事者から直接委託
を受けていない宅地建物取引業者が複数関与する場合がある。それは例えば、売買当事者からそれぞれ委託を受けた宅地建物取引業者らが共同して仲介する場合や、当事者が直接委託した宅地建物取引業者と、さらに別の宅地建物取引業者が加わり、これらの者の仲介行為によっ 売買契約が成立したような場合である。実際にこのようなケースが問題になったのが最判昭和四三年四月二日民集二二巻四号八〇三頁である。ここでの 関係は概略次のとおりである。
被告Ｙは土地付き建物の購入斡旋を訴外知人Ａに依頼し、Ａはこのことを訴外知人Ｂに連絡し、Ｂはさらにこれを弁護士である
訴外Ｃに相談した。Ｃからこの連絡を受けた宅建業者であり、 訴外Ｄから土地建物の売却斡旋を依頼されていた原告Ｘ（代表 Ｅ）は、他の宅建業者が売却斡旋をしていた物件の情報を得た め、この宅建業者から宅地、建物の図面を入手した。Ａ、Ｂ、Ｃを通じてこの連絡を受けたＹ 意向で、ＥはＹを数回にわたり物件へ案内した。そして、Ｘは、Ｙと売主の売買契約の交渉、物件 受渡し、代金 授受、登記申請書の取り揃えに関与し、売買契約書には媒介業者として記名捺印した。こ 事実関係のもと、ＸはＹの売買契約を成立させるために仲介をなし 売買契約 成立させたとして、商法五一二条に基づき に対し相当の報酬を請求した、という事案である（商人が媒介行為によって得る報酬 仲介料という。なお Ｙは直接委託をしたＡに対しては、既に仲介料を支払っており、Ａは 一部 Ｂに交付している） 。
最高裁判所は、売買契約成立過程がＸ関与のもとに行われ、ＸがＹの利益のため行為したことをＹも取引交渉の経過中に知るこ
とができたことが、原審においても認定されていたことから、ＸとＹの間には、 「本件不動産売買につい 明示の媒介契約はされ
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なかつたが、 報酬額について定めのない黙示の媒介契約がおそくとも右売買成立のときまでにされたと解すべきである。ところで、商法五一二条は 商人がその営業の範囲内の行為をすることを委託されて、その行為をした場合において、その委託契約に報酬についての定めがないときは、商人は委託者に対し相当の報酬を請求できるという趣旨に解すべきである」と説示した。それゆえ、ＸはＹに対し、 「本件不動産売買の媒介のた 報酬を請求できるといわなければならない。 」 結論づけた。そして、宅建業者らの間で支払われた報酬をどのように分配するかという問題については、 「買主から依頼を受けた仲介人が数人ある場合には、各自は特約等特段の事情 いかぎり 売買の媒介に尽力した度合 に応じて 報酬額を按分して請求できるものと解す を相当 する」とした
）1
（
。
さて、本判決では、Ｘの売買契約成立に対する尽力という事実と、それをＹが知ることができたという判断から、ＸとＹ間に黙
示の委託契約が成立していたとすることで報酬請求権を認めたも である。ところで、 媒介 営業とし 行う宅地建物取引業者 （以下、宅建業者と記す。 ）にも適用さ 商法五一二条によれ
ば
）2
（
、商人は営業の範囲内で他人のために行為を行うことで報酬請求権
が認められる。そして、 「他人のため」に行う は、他人の利益のために行うことであり、委託契約の有無は問わないものと解されている。すなわち、商人 営業の範囲内の行為において事務管理（民法六七九条）をした場合 あっても、商法五一二条は認められるとされている
）3
（
。そうであるとすると、このように一つの売買契約を成立させるために複数の宅建業者が関与し、その宅建業
者が契約当事者らか 直接 を受けていない場合であっても、黙示の委託契約に限らず事務管理が認められた宅建 者については報酬請求権 発生 。一人あたりの宅建業者が、最終的に得られる報酬額を決定する めには、報酬の総額
）4
（
を関与した業
者間でどのように分配す にかかってくるが、本判決 それを「売買契約成立への尽力 度合い」 従うものと示した。最高裁はこの判決 のちの最判昭和四五年二月二六日民集二四巻二号一〇四頁
）（
（
において、一個の売買に関し媒介者が数人あり、かつ媒
介者が当該取引に関して数人の媒介者が関与すること 予め承諾していた場合 は、別段の主張立証がなければ複数 媒介者の報酬請求権は平等 割合で請求できるものであるとした。これらの最高裁の判決は、分配方法について 差異こそあるもの 、報酬
一六六
請求権の法的性質については特に問題とせずに、可分債権であると考えていると見られる
）（
（
。
一方で、複数の仲介業者が共同して仲介した事案で、各人の報酬請求権につき連帯債権あるいは不可分債権とする裁判例
）（
（
も存在
する。不可分債権あるいは（不真正）連帯債権 した理由として、各宅建業者の媒介行為が「客観的に単一の目的を達するための手段であって、 」 「主観的にも共同の目的をもって相関連しているものとみるべきであ 」こと
）（
（
、宅建業者らが共同して媒介行為を
した場合、買主より委託を受けていない仲介業者も買主より委託を受けた仲介業者 共に をなした、という当事者らの関係などから導くもの
）（
（
などが挙げられる。
学説においては、この関係を不可分債権と解するものや
）（（
（
、連帯債権と解するもの
）（（
（
が強く主張されている。その理由としては「売
買契約の成立という目的に対して一致共同し 仲介斡旋に努力する通常の形態よりみれば、報酬請求権もまた一致共同する宅建業者に一体として発生するものとみるのが妥当」とするも
の
）（（
（
、 「分割債権とすれば、報酬債務者たる売買両当事者への対抗要件が問
題となって複雑」である め、 「得た報酬の分配を宅建業者間 内部関係として処 させるのが妥当であろう」ことを挙げる
）（（
（
。また、
その他では、可分給付とは考えない理由と 、分割債権と見るとかえって仲介料の支払い関係が煩雑になる、何人の宅建業者が介在したのか不明なときにはその支払 が不便である、という価値判断のもと報酬は委託事務を共同で遂行したことにより生ずのだから、各宅建業者は全員 ために報酬を請求し、これを受領することができると も がある
）（（
（
。
2　
問題提起および検討のすすめ方
以上の事例（以下、 「本稿のモデルケース」と呼ぶ。 ）はまさに、複数の債権者に対して生じた金銭債権をどのように処理するべ
きかという問題を考えるための一例である。そして、その処理方法は 具体的には、複数の債権者 債務者の間にははじめから個別の債権額に応じた債権債務が発生しているとするか、あるいは各債権者が債務者 対して全額 の債権を有するとするのいずれかである。この問題は債権債務の法的性質の決定と強く関連するものであ 、同時に、債務者にとっては、一人の債権者
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に対して債権者間の定めに従って決せられるはずの各自の債権額を超えて支払ってしまう、というリスクが存する場合に、そのリスクをどこまで負わねばならないか、という価値判断 問題とも関係する。各債権者が債務者に対しては全額の債権を有する債権関係、すなわち不可分債権あるいは連帯債権関係として考えるならば、債務者は の有する個別の持分額に関係なく、全額を支払えば、全債権者に対する債務は消滅する。その後の各債権者の持分割合に従った分配は、 権 間で行われることに ことから、債務者は債権額を誤るリスクを負うことなく弁済をすることができる。これはすなわち、債務者の利益は、全額を給付し、全ての債務の弁済を図ることにこそあ と言えるのである。しか 裏を返せば、 者ら 自身のあずかり知らないところで弁済を受領した者が その金を持ち逃げす 可能性や、無資力となる可能性があるというリスクを負うことになる。複数の報酬債権の法的性質を決定するうえでは 同時に受領権限のない債権者に対して誤って弁済す リスクを 権 か債務者のどちらが負うことが妥当かという判断を避けて通ることができない。
債権者間の内部事情が当事者の目につまびらかになっているのであれば、各債権者に正確な債権額を弁済することは難しくない
だろうから、原則どおりに分割債権関係とす も問題は だろう。しかし、実質的な債権者の人数が不明確で、そ ために個々の債権額がいくらなのかということが、債務者側からは判然としない場合もあ 。本稿のモデルケースでいうならば 報酬に対する各宅建業者の取り分は、一般に契約成立への寄与度、業者間の力関係および商慣習によ 決ま ものとされているため
）（（
（
、いくら支払うべきであるかということを確実に調査することが通常難し 場面と言える
）（（
（
。このような場合に、債務者の誤払い
のリスクはどのように評価され、対処され得るだろうか。
債務者が債権者を誤って、あるいは債権額を超えて支払ってしまうリスク（以下、 「債務者の誤払いリスク」と呼ぶ。 ）と、それ
によって債権者側が負う、弁済を受領した者の無資力リスク（以下 「受領者無資力 リスク」と呼ぶ。 ）をどのように比較衡量するべきであるか。このことについて検討することを念頭に置いた えで、本稿ではまず、そ 一部である「債務者の誤払いリスク」という観点から、 務 が保護される限界について考察していき い。民法 務者の 払いリスクと債権者側の受領者無資
一六八
力リスクを調整する制度がいくつか存在する。それらの諸制度を概観することによって、民法がどのような基準で誤払いをした債務者を保護しているのか、 ということを明らかにしたい。そのうえで、 どのような形で受領しなかった債権者との利害の調整を図っているのか、ということを確認することにより、誤払いリスクが保護される限界点を明らかにしたい。そのうえで、さらに法的性質決定のレベルでも誤弁済リスクを念頭に置くべきであり、 が妥当する場面が想定し得る、ということを明らかにしたい。
以下では、まず債務者の誤払いリスクが民法上保護に値するものであるということを確認し、そのリスクが民法のなかでどの程
度考慮されているのかということを、概観することを通じて分析する（
二
） 。そして、
二
で挙げた諸法制度を、分割債権関係ゆえ
に生じる債務者の誤払いリスクを救済す 方法という観点からとらえたうえで、これらと類似した機能を実現する不可分債権および連帯債権という法的性質がどのよ な場面に妥当し得 か いうことを検討 、上記二で挙げた諸制度との関係、位置づけ 考察する（三） 。
二
 
弁済受領者を誤る危険に対して債務者が取り得る手段
債権者であるとする者から債務の履行を迫られた場合、その債権者が真の債権者であるか否か、あるいは債権者が適正な額を提
示しているか否かについては、債務者が自らのリスクで判断すべき事項である。しかし民法では、債務者の誤弁済リスクを救済するために、弁済の段階で取り得る手段として民法四九四条 弁済供託を定める。そして、債務者が誤払いをしてしまった後の段階では、真の債権者から請求を受けたときに、誤弁済であっても例外的に有効なものに 民法四七八条（以下、法律名の記載がない限り、条文は民法のも を表す。 ）が抗弁として用 る。
１
　
供
　　　
託
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⑴
　
制度趣旨
民法では、債務の履行のために債権者の協力が得られない場合であっても、債務不履行の責めを免れるための手段として弁済の
提供（四九二条）を用意している。しかし、それだけでは債務そのものが消滅するわけではなく、債務者はなお目的物を保管し続けるうえで善管注意義務を負うことは免れない。このとき、供託所で四九四条に定められている供託原因が認められれば、債務者は債務の履行地の供託所に目的物を預け、目的物の保管を供託所に任せるとともに、自らの債務から免れることができる
）（（
（
。弁済供
託制度は、債務の履行にあたって債権者の協力を得ることができず かつ債務者側に過失がない場合に、債務を消滅させるための積極的な手段を採ることを可能にしたものであり その制度趣旨は弁済者を保護し、国家機関の介入によって適切な 権 に対して供託目 物を還付す 点にある
）（（
（
。四九四条に規定される弁済供託が認められるのは、いわゆる「受領拒否」 、 「受領不能」 、 「債権
者不確知」を理由とする場合である。本稿の冒頭で挙げた宅建業者 報酬請求権に関する本稿のモデルケースの うな場合に債務者が弁済供託を申請する場合には、供託原因は「債権者不確知」 （四九四条一項後段）であ と考えられる で、本稿では 権者が受領拒否をしている、あ いは受領不能である場合については検討から外したい。以下では 一般 機能を確認したうえ適用範囲については債権者不確知の要件をも に確認する。
⑵
　
歴史的沿革
供託は民法、商法、民事訴訟法等を筆頭に数々の法律中に規定されるが、特に私法のなかにあっては、私人の契約関係に裁判所
以外の公的機関が関与するという意味で特徴的である。
我が国において供託は、明治二三年七月二五日に供託規則（明治二三年勅令第一四五号）が制定されたことによって制度として
確立した。そしてこの規則は、フランスの「預金・供託金庫」 例に倣って制定されたものとされてい
）（（
（
。そこで、まずはフラン
スにおいて供託制度が確立されるまでの流れを追ってみたい。
ローマ時代においては、債権者が受領遅滞となったときの責任減免手段として、目的物の種類により債務者は自己のも 封印
一七〇
（保管）するか、抛擲（放棄）することが認められていたが、目的物や、目的物を売却した対価を寺社などの「安全な場所」に寄託することが通常であった
）（（
（
。のちに、債権者に酷であることを理由に抛擲権限は制限され、官庫への供託によって債務の免責が認
められるようになり、ユスティニアヌス帝のもとでは、供託先は寺院か裁判官の定めたものとなった
）（（
（
。
フランスでは、五世紀までに公共の施設（教会や修道院）に訴訟の対象とされた金銭を寄託するという習慣が確立していたが、
その後、 「訴訟当事者や裁判官によって指名された名士」や「各裁判所の管轄地の書記」を供託物の保管者とする習慣ができた結果、供託された金銭の保管や還付をするにつき、その者らがこれを濫用するようになってしまう
）（（
（
。一六世紀以降は、行政機関が供託業
務を行うことになるも、財政の窮乏状態をまかなう資金として供託金が使いこまれるなどの不祥事が起こったことにより、最終的に供託業務を行政権からある程度独立した機関 委ねるに至った だ いう
）（（
（
。そして現在フランス民法では、金銭および有価証券
を供託する場合、供託物を預か 「預金・供託金庫」は 通常の寄託契約における受託者が負う責任より重い責任が課されることが特別法 より定められている
）（（
（
。さらに、供託機関である「預金・供託金庫」は前述のような不祥事を防ぐ目的から、金銭および
有価証券の 事 の全般に関す 独占権を有し、他の行政機関からも独立 位置づ られている
）（（
（
。
このように、フランスにおいて債権者の協力が得られない場合の債務の処理方法を、信頼に足る制度として有効に機能させるに
至るまでには様々な制度改築を経なければな なかったことを窺い知ることができる。
それでは、このように概ね完成されたフランス 供託制度を継受するまでの日本においては 目的物を引き渡せない債務者はそ
の目的物をどのように扱っていたのだろうか。古代ローマ ら現在のフランスにおいてなお、この「引き渡せない目的物問題」は存在するのだから、同様の事態に対して日本でも何かしらの対処方法はあり得そう る。
結論から言えば、明治民法 制定以前に日本で供託的のような法制度があったか否かはさしあたり断言できない。しかし、おそ
らくは私人間 取引に国法をもって対処するという場面は少なかったであろう は推測できる。というのも、徳川時代にお ては、国法 刑事に関するものが中心的であり、民事 法制については格別重きを置かず、概ね道徳 び習慣に基づいて裁判
一七一
不可分債権・連帯債権の供託的機能に関する一考察（近藤）
されていたのだという
）（（
（
。そこで、司法省『日本商事慣例類集』 （白東社、一九三二年）
）（（
（
を見ると、 「義務者当然に返済を為したるに
権利者故なくして之を拒みたるときは義務者は其拒まれたる品物を如何処置するや」 という質問の答申を求めている。この質問は、商取引におい 債権者が現在で言う ころの受領拒絶したときに、債務者の為すべきことについて問うているものと思われる。そして、この質問に対する答申のなかでも、供託制度との関係において注目できる答申として、単に物品を義務者が引き取るか、あるいは保存するものとするも 、義務者は証人を立てて物品を預かるとするもの、判取帳に受け取り証印を取り置くもの、違約したものと同視するとするものが挙げられている。あるいは、第一には権利者の親戚に預け、親戚なき場合 は法庭（法廷）や官署へ訴え、裁決を乞うべしとするもの ある（もっとも、ここでどのような裁決がなされるかは不明であ ） 。いずれにせよ、少なくとも商取引における債権者の受領拒絶を規律する制度は 確 されていなかった 考えてよい ではないだろうか
）（（
（
。受領拒絶の
場面ではないが 債権者が取りに来 まで役場で金銭を預かることはあった であ 。債務者が多数の競合する債権者に対して債務超過に陥ったとき、債務者は債権者らの大多数か 承諾を得 により自己の総財産を 権 らに委付し、その価格を各債権者（不同意の債権者を含む）に配当する、と う裁判外の手続（ 「分散」という）がとられて た。この際、分散に同意しなかった債 の配当金 ついては、 「名主方江預置」も とされており、この態様につい 中田薫 「配当金は名主 許に供託 の制なり」と解説す
る
）（（
（
。名主とは、江戸の町役人の一名称で、幕府所領内で町方に関する民政を行う公史のことである。世襲制で、
町方に対する 威があり、高利貸しなどして利益をあげていた者もおり、天保の改革ごろから汚職なども増えて たというか
ら
）（（
（
、
独立公正な機関とは言うことはできないように思われる。
さて、明治民法に規定されることによって法制度化された供託は、どのようなものであったか。旧民法財産編人権部四七七条に
供託制度の規定が置かれ、その内容は現在と同様に債権者が弁済の提供を受諾しない場合には債務者は負担物を供託するこ により債務を免れるものとされている。立法史料によれば、そのためには他の場所にそ 物の占有 移し、債権者をし そ 物を随意に受け取ることができるように ことを要する、 した
）（（
（
。供託所に関しては、負担物が金銭であるときは特別な金庫に振り込む
一七二
ことを必要とし
）（（
（
、特定物や定量物の債務については専門の官庁がないことから、裁判所が債務者の請求に基づき保管場所を定める
こととした。その指定保管場所というのは、保管に便利な建物を有し、かつ寄託の受入ができる組織を備えた近隣の官庁や、税関などの会社が例に挙げられている
）（（
（
。そして、この供託業務を担う機関については先述の供託規則第一条において大蔵省預金局と規
定される なった。大蔵省預金局を選んだ理由は、供託の事務というものが国家の政務に随伴する事項であるから、国庫が責任を負うものとして財務行政 当局者た 大蔵省に任せたということである
）（（
（
。
現在の日本では供託所に勤務する法務事務官のうち、法務局長または地方法務局長から指定された者が供託官として独立して供
託事務を扱っている（供託法一条ノ二） 。供託事務が一般の行政事務とは異なり、政策的裁量を許さず、法令の規定に従って厳正に処理されるべき事務であることから、供託官は、国家機関たる供託所を単独で構成しており、独立して供託事務を取り扱う権限を付与されてい
）（（
（
。供託官の審査権限の範囲は形式的な書面の審査に限られ、実質的審査権限はない
）（（
（
。
このように、債権者の協力が得られなくとも債務者主導で債務を履行するための制度を確かなものにするためには、債務者の財
産から目的物を隔離することで、債務者を管理義務から解放し 他の財産から分離することが必要であり、かつ、正当な債権者が還付を受けること 欲したときには確実に債権者に目的物が渡されることについて信頼できるような機関に保管することが求められると言えよう。日本 おい 初めて供託制度が立法化され 際には、金銭 供託事務を与ったのが行政 たる大蔵省預金局であったこ については特に機関の独立性 つき目立った言及はされないまま制度化されたのであるが、供託規則がフランスの例に倣って制定されたと 経緯
）（（
（
や、ボアソナードによる起草理由を踏まえれば、日本の供託制度において公的機関を介入させる結果
になったのも、制度を有効に機能させるために信頼性の担保 必要であることから導かれると考え れる。
⑶
　
債務者保護要件（弁済供託の限界）
以上のような歴史的経緯からも明らかであるように、供託制度に国家、ひいては独立した行政機関が関与する理由は、債務を消
滅させて債務者を保護する一方で、債権者に適正に供託物を分配するため 。そ て 国家の力を借りて適切 債務者 債権
一七三
不可分債権・連帯債権の供託的機能に関する一考察（近藤）
者両者の利益を図ることを可能にするのが供託制度であるということができる。しかし、留意しなければならないことは、供託制度は債務 権利ではあるが、義務ではないという点である。すなわち、仮に債務者が債権者不確知供託を申請すれば受理される状況にいたとしても、供託をするか否かは債務者の一存に委ねられて るのである。そうであれば、そもそも供託に思いが至らないうちに請求をしてきた者に弁済をしてしまう ることも、十分に考え得る。
さらに、 債権者不確知を理由とする弁済供託は、 その要件を満たさなければ受理されない。国家予算を用いてまで供託制度によっ
て債務者を保護するための要件として 、債権者が不確知であると認められ かつ不確知 ことについて債務者に過失がないことが求められる。
供託が認められるための「不確知」とは、事実上あるいは法律上の不確知
）（（
（
である。不確知と認められないのは、次のような場合
である。すなわち、債務の存否自体に疑義がある場合 存在しないこ が明 かな場合
）（（
（
や、債権者の所在が不明な場合に
加えて、債権の全額はわかっているが複数の債権者間の持分割合 知れない場合も、債権者不確知による供託は認められていない
）（（
（
。債権の全額はわかっているが持分割合が不明であるときに供託が認められない理由として、供託所は債務者から供託目的物を
受理した後は債務者に代わってそのままの債権の状態で保管することがその役割であること 挙げられる。換言すれば、供託制度そのものが、一つの供託物を複数人に分配することを想定してないということである
）（（
（
。分割債権なのであれば、供託時に複数の債
務として個別に供託しなければならない。供託をした後 目的物の額面が変わ いうこと あり得な のであ
これに加えて、債権者不確知であることについて債務者に過失がある場合には、供託は受理されない。これは 本条が、 権の
存在に対する債務者 信頼を保護する制度であるという点から求められる要件である。債務者に求められ 過失の程度は、事案によりケースバイケースであると言われている
）（（
（
。
一七四
2　
債権の準占有者に対する弁済
⑴
　
制度趣旨
本事例を仮に可分債権関係と考えるならば、債権者から請求を受けたときに弁済供託が認められずに、あるいは供託という手段
を採らずに、債務者が債権額以上の弁済をした場合、債権額を超えた分の弁済については原則的に無効である。しかし、その弁済が、債権の「準占有者」に対して、善意かつ無過失でなされたものであった場合には、四七八条により例外的に弁済は有効なもとなる。そしてその結果、真の 者は弁済受領者に対して不当利得返還請求権を取得することとなる
）（（
（
。
四七八条は、債務者が善意・無過失で債権の準占有者を真の債権者と信頼したその信頼を保護する制度として、すなわち弁済の
段階における権利外観法理として位置づけられている
）（（
（
。さらに、文言上、債権者側の帰責性が要件として明示されていないことか
ら、民法中の他の 保護制度に比してより一層厚い保護を債務者に与えるものとなっており、 「取引の安全を保護する制度としておそらくは民法中最も徹底したもの」と評価さ るに至っている
）（（
（
。真の債権者の帰責性がない場合であっても債務者の信頼
が保護される根拠としては、以下のような理由が述べられる。すなわち、①弁済が義務づけられた行為であること、②弁済は日常大量に処理 ことを要す こと、③弁済者の保護によって債権者に生じる不利益は既存債権 消滅に限られ 新たな権利義務関係の創設に比べ ば影響が小さい である
）（（
（
。
⑵
　
債務者保護要件（四七八条の限界）
本条の適用によって、本来無効であるはずの債務者の弁済を 外的 保護する一方で、真の債権者は、債権者以外の者が関与す
る危険を受ける
│債務者に対する債権は消滅するものの債権の準占有者に対して不当利得返還請求権が生ずるために、債権の額面
上損失はないように見えるが、債権の準占有者が無資力である場合にはリスクを負う
│ことになる。そのため、四七八条は、保護
される債務者と不利益を受け 真の 者との利益のバランスを調整するため、いくつかの要件を課している。
一七五
不可分債権・連帯債権の供託的機能に関する一考察（近藤）
その一つは、債権の「準占有者」に対して弁済がなされたことである。この「準占有者」とは、例えば、表見相続人、無効な債
権譲渡契約に基づく債権譲受人
）（（
（
、債権譲渡について先に到達した通知に疑いがある場合に劣後して到達した債権譲渡通知の債権譲
受人
）（（
（
、偽造債権証書の持参人
）（（
（
、債権証書と弁済に必要な印章を所持する者など、実際に債権受領権限を有さないが債権受領権限が
あるかのような外観を有する者のほか、自己の持分額を超えて弁済を受けた共同相続人
）（（
（
のように、請求額の一部について受領権限
がない者が挙げられる。さらに、かねてより問題とされてきたのは、とりわ 金融取引に関する訴訟において、自らを本人の代理人であると詐称する者を「債権の準占有者」と解することへの是非であった。最高裁は、 「債権の準占有者に対する善意の弁済を有効とした趣旨は、真実の債権者でない者でも、取引の通念上債権 行使する権限があると認めるに足りる外観を備え 者に対してなされた善意の弁済を有効として、弁済者を保護し、取引の安全と円滑を期したものに外ならない」から、 「債権者本人として債権を行使する者に対す 弁済と、 の代理人とし 債権を行使する者に対する と よつて 弁済者 保護を異 すべき理由がない」ことを理由として代理人 詐称する者も本人と詐称する者 峻別せず、一様に「準占有者」と解するとし
）（（
（
、この立場
が定着した。このように、 「準占有者」概念が拡張 れてきた結果、四七八条を適用するうえでの間口は広げられた。
また、債務者に求められる主観的要件として、債権の準占有者に対する弁済であることについて、債務者は「善意、無過失」で
なければならない。四七八条もまた債務者を誤払いのリスクから解放する結果として、債権 らに弁済受領者の無資力リスクを負わせることを認める制度であるから、その弁済は保護に値する弁済 限る必要があるのである
）（（
（
。立法当初、四七八条の文言上、債
務者側の要件 して要求されていたのは 「善意」のみであった。こ 善意に関 ては、弁済請求者が無権利者であることを知らなかったという だけでは足りず、こ 者が真 受領権 であると信じたこと 要するとする が通説である
）（（
（
。先述の詐称代理
人を「債権の準占有者」とした判
決
）（（
（
では、四七八条を認定するにあたり、 「債権の準占有者」の定義を拡大する一方で、弁済者が
善意かつ無過失である場合に限ることを明言し
）（（
（
。無過失要件は学説からの支持もあり
）（（
（
、平成一六年に本条が改正された際に明文
化されるに至った。
一七六
他方、 「無過失」であるために債務者に求められる注意義務は、抽象的には善管注意義務であ
り
）（（
（
、過酷な調査義務を要求してい
るわけではないものとされている
）（（
（
。具体的に何をもって過失と判断しているかという点について、指名債権関係に関する個別的な
裁判例を見ておきたい。
被相続人の遺言により相続財産であった不動産の持分を取得した原告らが、被相続人から同不動産を賃借していた被告に対し、
法定相続分に応じた賃料等の支払いを請求した事案において、債権の準占有者（被相続人の妻であり共同相続人の一人）に対して賃料の一部を支払っていた被告 主張した四七八条が認められた事案では、賃借人の過失の有無につき「確かに相続をめぐって相続人間に争いの生ずる可能性があることは一般的に想定されるとし も、そ ような事情はあくまでも賃貸人側の事情にすぎないから、賃貸人が死亡し、その後賃貸人と極めて親しい親族である法定相続人の一人から相続人代表として賃料の支払を求められた場合に、 親族でもな 賃借人が、 賃貸人の相続関係を調査し、 判明した 各自に対して賃料の支払先 確認を求める義務を負っており、それを尽くさなかった以上、相続人代表を称していた者に対す 賃借人の賃料相当額の支払が有効な賃料の支払とならないとの結果を認めることは、余りにも不合理である。そし 、このように解した て ほかの相続 は、賃料を独占的に受領した相続人から自己の持分に応じた賃料相当額の返還を求めることが可能であるから、そ 利益を害することもない」とする
）（（
（
。
また、二重に譲渡された指名債権の債務者が、四六七条二項所定の対抗要件を先に備えた譲受人ではなく、それより後に対抗要
件を備えた劣後譲受人に対して弁済したという事案であ 。原審
）（（
（
は、債務者が顧問弁護士のいない零細企業である点を重視し、一
般通常人であれば供託制度の存在を知らなかっ としても過失が ったとは評価できないこと、債権譲渡の劣後譲受人の代理人による、当該債務者が、優先譲受人による債権譲受が解除されたという話 信じ につい 過失がないものと判断した。 れに対し、最高裁はこの債務者が四七八条 免責を けるためには 優先譲受人 債権譲受行為ま は対抗要件に瑕疵があるため、その効力を生じないと誤信してもやむを得ない事情があるなど、劣後譲受人 真の債権者であると信ずるにつき相当な理由があることを要するとした
）（（
（
。
一七七
不可分債権・連帯債権の供託的機能に関する一考察（近藤）
また、供託可能性と過失の関係に関しては、上記原審判決に対して、事前に供託が認められたと考えられるにも関わらずそうし
なかった場合、あるいは供託所に供託の可否について問い合わせを行ったか否かが、四七八条の過失判断に考慮され得ることを示す裁判例がある
）（（
（
。当裁判例によれば、 裁判所書記官や法務局職員への問い合わせに対する回答に従って弁済した結果、 債権者を誤っ
た事案において、 「裁判所書記官の回答、大阪法務局職員の回答等は、主に電話による相談に基づく回答であって、詳細が正確に伝達されることは期待できないから、本件事案を十分把握した上での回答であるとは見難いし、そのような限定があることは被告らにおいても了解できよう。そして何よりも、いずれも担当者の単なる参考意見に過ぎず、法律関係上 疑義について何らかの公権的判断と えるもの もない 」として債務者の過失を認定した
）（（
（
。
なお、金融取引に係る事例においては、債務者の過失が認められやすいと言われている。というのも、準占有者概念が広く解さ
れるようになったことにより、債務者の「善意・無過失」と う要件が、債務者保護と債権者の利益のバランスを図るための調整弁として り重要な役割を担うこと なったためである。例えば、弁済にあたり数人の者が段階的 関与することにより一連の手続をなしている場合には、 「手続に関与する各人の過失は、 ずれも弁済者側 過失として評価」し 「い れかの部分の事務担当者に過失があるとされる場合には、たとえその末端 事務担当者に過失がないとしても、弁済者はその無過失を主張しえない」ものと
し
）（（
（
、過失判断の対象は、直接債権の準占有者に対応した者に限らないことを示した。さらに、銀行が機械（現金自動入出機）
による払戻し方法を採用してい 事例
）（（
（
においては、注意義務を怠った時期について、弁済した時点に限らず、その前提となる預金
契約の時点において、機械によ 弁済のシステムについて預金規定等に規定す ことにより預金者に明示することを怠った場合にも銀行には過失があるとされた。これに加えて そのような弁済システムを採用 銀行 無 であるという めには、払戻しの際に機械が正しく作動 たことだけでなく、機械払システムの設置管理の全体につ 、可能 限度 無権限 よる払戻しを排除し得るよう注意義務を尽くしてい ことを要すると示した。
以上の要件に加え、学説上では、四七八条の適用につきより制限をかけ 手段として、債権者の帰責性を要求する道も考えられ
一七八
ている。これを支持する立場は特に、他の権利外観法理とのバランスを強く意識する。虚偽表示や表見代理法理では、本人保護要件として債権者の帰責性を求めることで 真 者の被る不利益に正当性を持たせる構造になっている。そうであれば 四七八条につい も、弁済者の過失 判断する際 債権者の帰責性を考慮し得るとするだけでは限界があり、明確に帰責性要件を求めるべきであることを示唆する
）（（
（
。しかしながら、古くから判例はこの点について否定的であり
）（（
（
、厳格な過失判断に際して債権者側の事
情もそこ 考慮し得るという が通説であ
）（（
（
る
）（（。
3　
小
　　　
括
一方で弁済供託は、事前に誤払いの危険を予防する手段として、もう一方で、四七八条は、債務額以上に弁済してしまう危険を
事後的に救済する手段として、債務者 保護 制度となってい 。そして、それら 適用には一定の要件が課されているために、保護の範囲も限定される。
まず、弁済供託制度は、早期に債務者を債務関係から離脱させ とともに、国家が関与することによって 権者側にリスクを負
わせることもない制度構築がなされており、これを有効に活用するこ は債務者と債権者双方にとって望ましい。しかしな ら、弁済供託をすることは債務者の権利であって義務ではないために、仮に供託が認 られるケースであっても見す見す債務者が誤弁済をしてしまった いうような場合 発生し得ることを意味する。このことは、弁済供託 いう手段を採り得るということ 気付かない、あるいは知らな 債務者にとっては特に不都合 。ま 債権 不確知の要件の点から言えば、債務者が債権者の人数は把握してい がそれぞれの得る報酬の割合がわからない いう場合には、債権者不確知とは言えないとされている
）（（
（
。前述のよ
うにこの場合に供託が認められ の 、債務者保護という供託の趣旨に反す という理由で なく供託のシステム のも の問題なのであるが、本稿のモデルケース ような場合に供託を認め す ば、債務者は債権者一人一人 報酬額を調査しなければなら いということ なる。このことは、 権 間 内部の事 に直接的 は関わらな 務 に って正確な調査が難しいだ
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けでなく、債権者間で生じ得る紛争に債務者を巻き込むことにもなりかねない。
次に、弁済供託という手段を採らなかったときであっても、債務者は債権者を誤った弁済をした場合には真の債権者からの請求
に対する抗弁として四七八条を主張す ことができる。準占有者概念が広く解釈され、要件充足のハードルが下がった一方で、弁済者が四七八条による救済が受けられるか否かの判断、すなわち債務者 債権者の利益のバランスをとるための調整弁としての役割を、過失判断（そして、過失判断中 の真の債権者の帰責性判断）が担っている
）（（
（
。そして過失要件は、主に金融取引の事案を中
心として 判断の対象を人的 時間的に拡大す ことによってより認定されやすくなったものと見ることができ 。こ こと 金融取引特有の事情、すなわち、日常的に大量の弁済をしなければならないという事情を考慮して発展した解釈であるという点から考えれば、これ 当然 の一般論として解釈し得るか否か、すなわち、この法理が個人の指名債権（直接債権者を知らないということが稀な場合）に対する判断にもなじむも か否かについては、別途議論の必要があるだろう
）（（
（
。とはいえ、個人の債務
者が弁済する場合にもやはり、過失は厳しく審査されているように思われる。この場合の過失判断では、一定 調査義務の有無だけではなく、事前に供託 いう方法がとり得たか否かという事情や、さらに調査の方法の妥当性、調査結果が信じるに値するか否かの判断までもが 慮されている。さら は、多少なりとも法的知識がある公的機関に問い合わせた場合に、その返答が信用し得るものか否かの判断を、非専門家である弁済者が再度 するこ が、注意義務の範疇に入り得るのである。加えて 学説においては債権者 帰責性を求める声も依然 大きいことからもわ るよ 、四七八条の適用 ついては実務も学説も慎重であ
る
）（（
（
。
三
 
多数債権者関係と弁済者保護
１
　
弁済における分割債権原則の機能
二では、債権者不確知供託、あるいは四七八条が、一定の範囲で債務者の誤弁済リスクの縮減に資するものであることを確認し
一八〇
た。しかし、両制度は、各制度の保護要件上、および制度の構造上、債務者保護が必要であると思われる場面を、必ずしも十分にカバーしきれているとは言えないのではないだろうか。とりわけ、債権者間の内部関係が債権者間の契約関係や法令に従って変動するようなと で、かつその関係の複雑さを債務者に把握させることが難しい場面では、このことが顕著であるように思われる。
そこで、このような場面における債務者保護を実現し得る手段として、債権の性質論に目を移したい。債権の法的性質という観
点から見たときに、債務者に 複数債権者 有する債権額を考慮することなく弁済することを可能にしているも としては、まず可分給付について原則的に分割債権、債務となることを規定した四二七条が考えられる。四二七条 分割債権につき、特段の意思表示がない場合には、債権者らはそれぞれ等しい割合で権利 有するものと れ、各分割 は独立して請求することが きものと定めて る。債務者が、自己の有する可分給付債務を各債権者に対して分割して負っているのかが、明らかでない場合であるのならば、四二七条 従 となり、特段の意思表示がない場合には平等の 合で分割した額のみを支払えば債務は消滅する
）（（
（
。分割債権を原則とし、機械的に適用されるということについては、とりわけ債務の分割が債務の担保力を弱める
という不利益を債権者に与え ものであることを理由として批判の的となってきた
）（（
（
。しかし、債務者の弁済の便宜という観点から
見るならば、債務者が債権者の人数を正確に把握している場合であって、各債 者から個別の債権額につき特段の意思表示がないのであれば、 者は債権者間で持分に関する取り決めがなさ ようとも それに関係 く等しく按分した額を ればよいことにな 。この意味で、個々の債権額が不明 であるが債権者の人数は把握しているというときに、債権者不確知供託が認められない しても、四二七条 務 に 務関係から離脱す 手段を与え 言えるだろう。
これを改めて整理してみると、同一の原因で複数の債権者に対して債務を負っている債務者が、債務から解放されるために用い
得る手段としては、客観的には①債権者の人数が把握できない、あ いは把握することが困難な場合には債権者不確知供託をすことによって、②債権者の人数は把握しているが、債権者ら いくらの債権を有 ているのかにつ 特段 情報を得ていない場合には、債権者不確知供託ができない場合であって 四二七条に従って弁済をすれば、債権者内部 都合に煩わ れることなく
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債務を消滅させることができるということになる。
もっとも、四二七条と債権者不確知供託によって債務者を保護すべき領域を十分にカバーできるかというと、そうではない。
四二七条により等しい割合で弁済すれば免責される場合であっても、債権者の人数が多くなれば、それだけ債務者は分割して弁済するための煩 耐えなくなる。そして、そもそも債務者が債権者の人数を間違って把握していたような場合には、平等の割合だと信じた金額を誤って弁済する結果となる。その弁済が保護すべきものと認められるか否かは四七八条の過失判断 よって決せられるだろう。四七八条により有効な弁済 認められるためには、 債務者は誤弁済についての無過失を主張立証しなけ ばならないが、過失について厳しい判断がなされる傾向を踏まえると、四七八条で保護される弁済は非常に限られたものなることも予想される。
2　
弁済における不可分債権および連帯債権の機能
他方四二七条の分割原則とは異なり、任意に選択した債権者に全ての債権額を弁済することができる債権関係として、不可分債
権（民法四二八条）や連帯債権がある。これらは、可分給付の分割原則の例外として位置づけられる
）（（
（
。こちらは、債権者の人数が
わかっているが内部の持分がわからない場合だけでなく、債権者 人数が不明確の場合 あっても、債務者は任意に選んだ債権者に対して一倍額のみ弁済さえすれば、 債務から離脱することができ いうものである。四二八条は「不可分」の意味については、物理的な不可分給付 場合だけではなく 可分給付であっても 当事者の明示または黙示 意思表示によって不可分給付とすることができるほか、社会観念上不可分とさ るもの
）（（
（
も認められている。目的物が物理的に一体のものでない限り、それが契約によっ
て発生する場合には当事者、とりわけ債権者側が不 債権とすることによって便宜を得 目的が ので り、したが 判例学説においては権利行使の便宜を図ることが必要と考える場合には不可分とする利益衡量を行っ い と説明 てい
る
）（（
（
。他方、
連帯債権とは、現行民法 規定はな が、可分給付について複数の債権者 債務者に対して同一内容 債権を独立し 有しており、債務者はいずれかの債権者に債務 一倍額のみを弁済すれば、全ての 者に対 債務 消滅す という債権関係である され
一八二
ている
）（（
（
。このような性質から、不可分債権および連帯債権の実益としては、債権者の請求の便宜（不可分給付の請求訴訟は必要的
共同訴訟でないこと） 、そしてとりわけ債務者が分割して弁済しなくてよいという便宜があるとされる。しかしその一方で、弁済を受領した債権者が持ち逃げをする、あるいは無資力になるというリスクを債権者が負うことになるという不利益があると言われている
）（（
（
。
複数債権者のうちの一人に全額を弁済すれば債務者は債権関係から離脱することができる、という性質は、債務者に一定の要件
（調査義務）を求めないという点で債務者の便宜を図るものである。また、各債権者に個別に弁済をする必要がないという点で債務者に便宜を供す ものである。この点に限って見 ならば、不可分債権・連帯債権の債務者は、実質的に債権者不確知を原因とする弁済供託をしたのと同様の効果を得ていると見ることができるだろう
）（（
（
。債権者不確知という要件を満たす必要がないという点
では、国家機関を介 供託制度よりもこれらの債権関係の方 簡易に債務の消滅を果たすことができる
）（（
（
。
もっとも、各債権者が有する債権が、可分債権なのかあるいは不可分債権あるいは連帯債権なのかということは 債権の の
問題であるため、 者保護 目的 する制度と同視するこ はできない。しかし、とりわけ真の 者から請求を受けた際の抗弁として主張するならば、 弁済供託制度によっても認められている法益 保護を実現するための法技術となる可能性を有している。
3　
多数債権者関係の機能的側面から見た適用可能性
このような機能に着目した き 弁済供託の利用、四二七条、そして四七八条の主張の 能性が 具体的事例をとりあげ、さ
らにこれらに加えて、多数債権者関係 すなわち不可分債権お び連帯 が検討される意義はあるだろうか。以下では、債務者に誤弁済のリスクがある 考えられる場合に、まず、四七八条の過失判断に関わる弁済供託の可否を確認し、次に供託が きな場合、あるいはしなかった場合に、分割原則に従い四二七条に基づ て弁済すること できるか否かを検討す 。そして、供託をせずに、あるいは四二七条に依拠したとしても生じ得 誤弁済のリスクをカバー ものとし 四七八条が十分なものか否かを検
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討したうえで、多数当事者関係として不可分債権および連帯債権によって弁済することの妥当性を検討することで、不可分債権および連帯債権の適用可能性とその意義を具体的にどのように見出せるのかを、検討していく。
⑴
　
不動産媒介契約
本稿モデルケースにおける報酬請求権どうしの法律関係については、先述のように裁判例、学説の立場は区々である。このとき、
債務者が中間業者から請求を受けた場合に、債務者は当該中間業者が実際の仲介に関与したという確証が持てなければ、弁済前に弁済供託をなし得るであろうか。あるいは、既に他の仲介業者に対して全額を弁済していた場合に、四七八条を主張し、有効な弁済であったこと 認められ得るだろうか。
まず、債権者不確知供託ができるか否かを検討する。これは先にも検討したとおりで この場合、まず債権者不確知と言えるの
は、債務者は自己が直接委託した仲介業者以外に、何人の仲介業者が 在しているのかを知らないと う状況 限られる。
仲介業者の人数が把握できているの あれば、四二七条に従い、等分した額を弁済すれば免責される。ただし、直接委託した仲
介業者に問い合わせたとしても、直接委託した仲介業者が 仲介に関与した全ての仲介業者に関する正確な情報を知っているか否かは、なお不明確である。
一人の仲介業者にその者の持分額を超え 弁済した場合には、四 八条の適用が問題となる。自己を仲介業者と称して債務者に
対して請求した者であれば、自身も債権者であって自己の持分以上の請求をする者も含めて、債権の準占有者に該当する 言えるだろう。問題となってくるのは債務者の過失であるが、 債務 にどこまでの調査が求められるか 個別 検討するよりほかにな 。しかし、も 本件で供託が可能であるとする 、供託をしなかったことが、過失と認定される可能性はある。という も、裁判例を見れば、法律の不知も過失に含ま る可能性があるからである。
このように、仲介業者の報酬請求権に基づく請求については、弁済供託、四七八条という両制度による保護が可能であるものの、
ときに誠実な債務者がそ 利益を享受できないという可能性を孕む。そうであれば、この場合に連帯債権の有す 簡易な供託的機
一八四
能が活かされる余地があるのではないだろうか。このとき、債権者側の受領者無資力リスクについては、仲介業者どうしの内部関係とすることが妥当であろう。
これに関して、 「不動産媒介契約の在り方についての提言」
）（（
（
（以下、 「本提言」と記す。 ）について付言しておく。
本提言では、売買契約当事者から直接委託を受けた業者らの中間に複数の仲介業者が入る場合の媒介報酬額とその配分について
も検討を加えている
）（（
（
。そこでは、中間業者への報酬の配分方法に関して原則形態となるような明確な慣行は形成されていないとい
う実情において、紛争防止という観点から、報酬配分のガイドラインの設定を提唱する。当該ガイドラインの具体的な内容としては、①直接委託 受けた業者（元付け業者）が 他の業者に情報提供を依頼した場合には、元付け業者は「自己が売主から受け取る報酬の一部を、情報を提供した中間の業者に配分するものとするのが適当」とする。これ すなわち、元付け業者 別の業者に情報提供を依頼することは、元付け業者の営 活動の一環で ことから、売主から情報提供を依頼された業者の報酬の分配は、あくまで元付け業者との内部関係であって、それ以外ではないという考えに基づくものであ
）（（
（
。そして、②報酬配分の基準として
は、元付け業者および客付け業者とその中間の業者らでは売買契約成立に向けて負っている責任の程度 軽重があることから、この責任の差異を考慮に入れることが自然で合理的であ とする。このような差異を設けずに等分で分配する と 「 『貸し借り』や『義理』から中間に業者 入れることがなお見られる今日、 」 「実際には成約にほとんど寄与しない業者の介在を助長しかねないという問題」がある点 指摘する。また、売買契約成立へ 貢献度に応じて、のちに話合いで決めるという合意があったとしても「貢献度とはいっても実際には、制約をもたらした情報の程度や交渉の度合など各業者の貢献の度合の判定は容易でないので、報酬の配分を巡って紛議 生じることがあり、そのような場合には結局のと ろ業者間 力関係 よっ 決まって まう とが少なくない」と指摘され いる
）（（
（
。
この提言の示すところは、契約によって複数の仲介業者に対して生じている債権に債務者が煩わされることなく、弁済すること
ができるようにしている点で多数当事者の債権関係となじみ深い のである。すなわち、債務 と直接委託をした仲介業者が供託
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所の役割を担い、他の仲介業者らの報酬を一手に受領することで、債権は消滅し、後は仲介業者らの間で適切に分配を行わせるという構造に、連帯債権関係との親和性を見出せるのである
）（（
（
。
⑵
　
債権二重譲渡の債権譲渡通知および債権譲渡通知と差押通知の競合
ところで、連帯債権が生じるか否かという点について、最も活発に議論がなされてきたと言えるのが、債権の二重譲渡および債
権譲渡と差押えの競合の事例である。債権が二重譲渡され、そ 第三者対抗要件たる通知が債務者に同時に届いたとき、あるいは債権譲渡通知と仮差押通知が債務者に届いたが、その到達時間の先後が不明であったときに、各 権譲受人（差押債権者）らの有する 額、そして競合する債権の関係が問題となった。この場合においては、後述のように連帯債権が成立していると解する説が有力であるが の理由は決して複数通知を受け取ったことにより弁済相手を判断 きない債務者の保護に主眼が置かれているわけではない。しかし、この通知 事例を債務者の弁済という切り口から考えた場合に、連帯 権とすることが果たして妥当なのかどうかを検討 たい。
最判昭和五五年一月一一日民集三四巻一号四二頁は、前者の事案に対し、各債権者は債務者に対して全額を請求することができ
る旨判示した。この問題に関 ては 各債権者が債務者に対して何を請求し得るのか、各債権の関係性等の観点で、学説は区々に分かれるが、通説的な見解としては、各債権 関係は不真正連帯 権関係であると考え れている
）（（
（
。
債務者側からすれば、同時到達、あるいは到達時先後不明の通知を手にしたときに、どのようにしたら二重払いの危険 回避し、
債務関係から解放される は、法律上明文規定はないため、もっぱら上記判例の立場を解釈しなく はならない。しかし、多くの法律に する専門知識のない債務者がこの判例を知り、意味を理解するまでに至ると考え は難しい。この場合 、債務者が債務額に煩わされずに弁済をし、かつ二重払い 危険 回避する の手段として何が考えられ か。
まずは弁済供託ができるか。現在では 通知が競合した場合も債権者不確知に該当するものと解されて る。しかしなが 、同
時到達か、到達時不明かで異なる取り扱いがされている。まず、同時到達の場 には、債権者不確知に当たらないとされた
）（（
（
。これ
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は、前述の昭和五五年判決で各債権者が債務者に対して全額を請求できるとしたことを受けて先例集に搭載された解釈である。債務者 先に請求してきた債権者に弁済をすれば、いずれにせよ債務を免れ はずであるから、債権者不確知とは言えないという判断である
）（（
（
。
この一方で、到達時先後不明の場合には債権者不確知を認め、供託を受理し得るものとしており、通知も出されている
）（（
（
。この通
知は、債権譲渡通知と債権差押通知の到達時の先後関係 不明であったために、債務者が弁済供託をしたため、その供託金還付請求権の帰属が問題となった最判平成五年三月三〇日民集四七巻四号三三三四頁の結論を踏まえて出されたものである。最高裁はこの事件に対して、差押債権者あるいは債権譲受人と債務者との関係については前記昭和五五年判決を踏襲し、各債権者が全額を請求する権利を有するとしつつも、債務者が供託をしたような場合には、差押債権額と譲受債権額との合計額が供託金額を超過するときは、差押債 者と債権譲受人は 公平の原則に照らし、被差押債権額と譲受 に応じて供託金額を按分した額の供託金還付請求権をそれぞれ分割取得するものと解す とした。
同時到達と、到達時先後不明とで、供託の可否にこのような差異を設けることについては批判もある
）（（
（
。しかし、供託所側として
は、やはり本稿でも前述したとおり、譲受人いずれもが債権者となる めに、譲受人相互間における帰属範囲の不分明は債権者不確知に含まれない いう基本的な立場を貫いているのである
）（（
（
。
では、このとき生じている債権関係は分割債権であると考えるのか、あるいは連帯債権が認められるのか。昭和五五年判決の理
論を肯定するならば、これは確かに各譲受人に対してその全額の弁済を拒めないのだから 法的性質としては各債権者が債権の全額を請求でき、債務者は債務を一倍額のみ支払えば免責される、連帯債権（あるいは不真正連帯債権）が成立してい と見るのが素直な見方であろう。また、 権の二重譲渡がなされたときの 務者 対応に関して言えば、四七八条の過失認定 関す 各裁判例を見ればわかるとおり、必ずしも法的に適切な判断に則った行動 できる債務者ばかりで なく、むしろそれを、債務者たる者の当然の判断として期待することは 酷であるよう も思わ る。前述のとおり、供託ができる場合であっても、実際に供託を
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るか否かは債務者の判断に委ねられており、仮に供託に思い至った場合であっても、供託に関する不確かな情報に基づいて行動すればその責任 が負うことになるのである。通知の同時到達、到達時不明時の処理について、これが民法に明記されていないのであればなおさら、債務者に誤払いのリスクを負わせる は妥当ではない。そうし みると、連帯債権の供託的機能という事案であると言うことができる。
しかしながら、このような場合であっても、やはり債権者側の受領者の無資力リスクを無視することはできない。このような通
知競合事例と うのは、連帯債権関係が想定され得ると言われている事例
）（（
（
のなかでも、債権者相互間に一切の関係性が存在しない
という、非常に例外的な事例であると言える。債権者相互に関係が見出せないような場合には、各譲受人に債権者側の受領者 無資力リスクを負わせることに 慎重になるべきである。債務者から個々の債権者らの持分額が不透明な場合には、誠実な債務者は債務関係から離脱するこ を認め、最終的 分配を 権 の内部関係とすることに妥当性があると思われるが、それはあくまでも債権者側で最終的な計算を任せることに一定の合理性が認められるような 性があ 場合に限られよう。それに加えて そもそもこの事例は、民法上想定外の状況である。すなわち、複数の譲受人が満額を取得する権利を有しており、少なくとも通知が到達した段階ではまだ債権者間の持分割合という概念を観念す 余地がない 内部の持分が明らかで ければ、債権額に応じた不可分債権、連帯債権を認めることはできないものと思わ る。
この事例において、各譲受人、あるいは差押債権者が請求することができるのは、四七二条に従い、債権の競合している範囲に
つき、等しい割合に按分した額 あると考える。すなわち、確かに譲受人または差押債権者である各債権者は、そ ぞれ譲渡された債権を全額請求する権利を有している。しかし、状況を客観的に見 、債権額 競合している範囲において複数の債権者が存在し、それぞれに優劣がない状態にあると見 ことができる。ここでは、債権者ら 相互にその存在を知 ないため 債権者債務者間に四二七条に言う「別段の意思表示」もない 債務者は通知 数によって の数は把握することができ ため、少なくとも各債権者に対しては 競合した金額につき債権者数で割った金額につき義務を負ってい 考 ことができ 。した っ 、
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債務者は競合した額を超える債権額を有する債権者に対しては、按分額に当該超過額を合計した債務を負うものと考える。
なお、このように考えるならば、債務者が競合する債権者のうちの一人に全額を支払ってしまった場合や、支払った後に通知の
優先劣後関係が明らかになった場合には、四七八条の適用の問題となってこよう。その場合には四二七条という分割原則を知らなかったことについての過失判断が問題となり得る。法の不知については過失を認める裁判例も見受けられ、債務者には厳しい過失認定がなされる可能性もある。本事例は、多数 者関係 なかでも、特に債権者間に一切の関係性が見 ない非常 例外的な事例であると考えられ、債権者側のリスクと債務者の誤弁済リスクという両者の利害が拮抗する限界事例であるように思われる。
⑶
　
共同賃貸借関係
賃貸人が相続によって複数になり、共有物を賃貸する場合に、その賃料債権はどのようになるか。判例は、八九八条に言う「共
有」については、共同相続人らの共有と解す 立場であり 相続財産中に可分債権があるときには、その債権は四二七条に従い当然に分割され、各共同相続人がその相続分に応じて権利を承継するも とする
）（（
（
。賃料債権の帰属に関しては、分割債権とするもの
と不可分債権とするものが下級審で分かれていたが
）（（
（
、最判平成一七年九月八日民集五九巻七号一九三一頁は、各相続人がその相続
分に応じて 割単独債権として取得するも とした。
賃貸人死亡により相続人が不明な場合は、債権者不確知の典型的な事例として供託が認められている。しかし、実際には、裁判
例を見ても、相続人の代表 して請求した者に賃料 全額を支払っ いることも少なくない。
結局、供託をせずに一人の に対して賃料の全額を支払ってしまった場合には、債務者は誤弁済を有効とするために抗弁と
して四七八条を主張することになろう。四七八条の過失の判断基準 よれば、とりわけ相続人中 相続放棄をした者がいるかどうかなどの調査までは要求していないと言える。そうであれば、 債務者が相続人 人数を正確に把握し得たような事情がない限り 、四七八条が認められる可能性も少なくないと言えるだろう。
ところで、以上のような共同相続の事例における債務者保護の状況を見るに、これは 債務者 とって 権 の人数およびその
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関係性を把握することが非常に難しい場面であって、債務者が相続人間の内紛に巻き込まれることなく債務を消滅させることを認めるべきである、という価値判断が、概ね是認されている場面であるように思われる。もし、この見方が間違っていないのであれば、むしろ、この保護を推し進めるという意味でも、共同相続された賃料債権は、不可分債権および連帯債権とすることもまた、認められるのではないだろうか。すなわち、供託をしたのと 様の効果を、より簡易に、かつ安価で実現することができる不可分債権や、連帯債権と構成す こ にも、合理性 あると考えら るのである。とりわけ、現行法のもと、判例は、共同相続された賃借権に基づく賃料債務につ て 各賃借人 目的物全部 使用収益し いることを理由として そ 対 たる賃料債務を不可分債務であるとしている
）（（
（
。そうであれば、賃貸人が複数の場合は同じ論理で、不可分な使用収益権の対価たる賃料債権を不可分債権
と構成することも成り立ち得よう。
同様のことは、賃借人たる地位が共同相続された場合にも妥当する。賃借人による賃貸人に対する、賃貸目的のために支出した
費用（必要費）の償還請求権について規定する六〇八条一項によれば、当該費用の償還請求権は賃借人たる地位に基づく請求権である。賃借人が必要費を支出し、六〇八条一項 基づく請求権が生じた後に、この債権が とき、金銭債権であるために各相続人に相続分に応じた額で分割帰属するのだとすれば、のち 遺産分割が生じるまでの間はや り、相続人間の内情に巻き込まれてしまうことになろう。必要費についても、賃借人が目的物全体を賃借した目的に適するように使用収益するため 費用であることから、これを不可 債権と構成 きるものと考える
）（（
（
。
４
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ここまで、債権関係の性質決定による債務者保護という観点から、個別の事例を分析したところ、法的性質決定による保護の必
要性も見出せることを確認するとともに、 分 および連帯債権 意義を明らかにした。すなわち、その意義 は、任意の債権者に債務を一倍額のみ弁済するこ により 全債権者に対する 務が消滅す という不可分債権および連帯債権の性質が より
一九〇
簡易に、弁済供託類似の機能を果たすということである。これと併せて、これらの債権関係が他の民法上の債務者保護制度のなかで、どのように位置づけられるのかということを確認した。その結果とし 不可分債権および連帯債権は、供託をはじめとする他の債務者保護制度と並んで、あ いは独自の場面において、債務者の誤弁済リスクの軽減に資するものであるということが確認できた。
なお、冒頭（
一
の
2）で示したように、不可分債権および連帯債権の活用を考えるうえで終局的に実現すべきことは、 「債務者
の誤払いリスク 保護」という視点とともに、 「債権者側 受領者無資力リスク」をも考慮し 両者を比較衡量する必要があると思われる。不可分債権および連帯債権には、それ自体に、債権者が終局的に債権の満足 得るための制度構築や、債務者 主観的要件を求め ことによる適用制限があるわけではない。誤弁済リスクから債務者を保護することが必要であるとは言っても、やはりこれを無制限に認めることは、利益のバランスを失するものであり、民法上の債務者 制度を見てもこれを認めているものはない。
この点、筆者は別稿にて、不可分債権および連帯債権の認定基準についての検討を既に行っている。それによれば、債権者が無
資力リスクを負うこと 甘受すべきであ か あるいは受領債権者の無資力リスクがほとんど懸念されないもの 考えら る場合には、不可分債権および連帯債権という法的性質決定が認められるものと考える。具体的には、① 権 らが相互に債権回収についての代理権を付与しているものと同視で 場合。あるいは、②複数の債権者が、倒産、持ち逃げがほぼ生じ と考えられる債権者（国や地方公共団体）であって、そのことが他の債権者にとっても周知 ことで 場合 挙げられる
）（（
（
。
四
 
おわりにかえて
一つの契約につき多数の当事者が関係すれば、自ずとその法律関係は煩雑にならざるを得ない。このことは、債権者が複数人存
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在する場合も例外ではなく、債務者は債権者を正しく認識しその債務を履行しなければ、誤った弁済により真の債権者に対して二重に弁済をすることになるうえ 誤って弁済した相手に対して改めて不当利得返還請求をすることになるだろう。私的自治のもと、債務者が自己の契約相手およびその正確な債権額を正確に認識できていなければならないことは当然であると言えるが、ときとして当事者であっても法律関係を正確に認識することが容易ならざる場合も存在する。
前述のように、供託制度は債務者と債権者との利益のバランスをとるよう制度構築されているが、供託という手段を採ることを、
一般的な債務者に当然に期待し得るもの いため、必ずしも誤弁済を未然に防ぐことができるわけではない。ま 、債権の全額はわかっているが、複数の債権者間の持分割合が明確で い場合にはその債務者は供託制度の保護の枠から外れてし う。一人の債権者の債権額を超えて誤弁済して まった場合には他の債権者からの請求 対して四七八条を抗弁として主張することになが、そのとき債務者は自らに過失がなかったことの主張立証を要 。
本稿では、まず誠実な債務者が有効に債務関係から離脱するという観点から、弁済供託および四七八条の適用範囲を外観した。
債権者不確知供託は、 がその制度の存在を認識していて初めて活用され得るも である。そして、債務者 債権者の人数を把握している場合であって、持分 がわからない場合には、債権者不確知供託は認められない。また、弁済者が自己 注意義務を予め想定すること 容易なことではないと思われるような場合でも、四七八条の過失が認め れてし うために弁済の有効性 認められない可能性が少なくない を確認した。
そこで、これらに加えて、債権者の人数が把握できている債務者については、四二七条による弁済 方法もある いうことを考
慮しつつも、なお不 分債権および連帯債権という債権関係が債務者の弁済の便宜に資す ことを示唆した。というのも、不可分債権や連帯債権とは、任意に選んだ債権者に対して 務の一倍額のみ れば、債務が消滅するという性質を持つものでありそれはいわば、国家予算を使わず、簡易に供託類似の機能が認められるものと考え からである。したがって 者不確知供託が認められるべき場合に 債務者がその手段を採らなかったときに、 を早期 関係から離脱させることが妥当と認めら
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れるような事案においては、弁済供託に並んで、不可分債権および連帯債権も検討に値する。このような債務者保護のための全額給付請求権を適用できる事例 本稿で挙げたもののほか、共同賃借人の賃貸人に対する費用償還請求権や、抵当権侵害における所有権者と抵当権者の損害賠償請求権などの場面に 広げられる可能性がある。
最後に、平成二七年三月三一日に国会提出された民法の一部を改正する法律案について触れておきたい。今回の改正に係る審議
の過程では、当初から多数当 者の債権債務関係として、連帯債権関係を規定する方向で審議が進められ、国会提出された法律案の段階で四三二条以下に規定されることとなった
）（（（
（
。法制審議会民法（債権関係）部会第六回会議では、副代理人に対する本人と代
理人 権利の関係（一〇七条二項） 、転貸人に対する賃貸人と賃借人と 関係（六一三条）について連帯債権を認め 見解が言及されている
）（（（
（
ほか、担保付きシンジケート・ローンのパラレル・デット・スキームにおける活用が期待されている
）（（（
（
。
そこで、法制審議会での連帯債権に関する議論を概観すると、連帯債権を明文に規定することについては概ね異議がないようで
あるが、その債権関係中 位置づけについては、審議の当初からの、共同債権債務関係（債権の準共有）との区別を明確にしてほしいとの指摘があり
）（（（
（
、また、現行法のもとで可分給付であっても意思表示や性質上不可分と解されてきた権利について、その概念
を廃止し新たに連帯債権という概念を持ち出すことの意
義
）（（（
（
や、具体的にどのような事案が挙げられるかといった議論が中心的で
あった。その議論のなかでは、債務者 弁済における利便性という観点から連帯債権関係 あるとする事案も挙げられている。しかし、この弁済 利便性という点については、他の諸制度、すなわち 弁済供託、あ いは改正後も現状 まま存続する四二七条の分割債権原則と、どのように関連づけた えで連帯債権を位置づけるのか、そして どのような適用場面があるか、というこについては議論されていないまま なっている。今後 契約解釈による連帯債権関係がどのような場面 認められるか、そして、そのことが弁済供託などの要件とど ような関連を持つかについては、 り一層注目される。
一九三
不可分債権・連帯債権の供託的機能に関する一考察（近藤）
（
1）報酬の分配方法に関しては本判例以前の裁判例の見解を踏襲したものである。特段の事情のないときは契約成立等の事務についてした宅建業者の努力と貢献の程度、業者の信用に応じて分配されるべきである、とするもの（名古屋地判昭和三八年一一月一一日下民集一四巻一一号二二二一頁） 、仲介 難易 要した期間、経費、労力等の事情を斟酌して仕事の割合によって配分する慣行がある、とするもの（神戸地判昭和三九年一 月一〇日判時三九七号五三頁）がある。
（
2）なお、宅建業者が非委託者に対して報酬を請求する根拠として商法五一二条を挙げる見解のほか、商 仲立ちに関する商法五五〇条二項を民事仲立ちにも類推適用する説もあり、下級審は分かれていたが、最判昭和五〇年一二月二六日民集二九巻一八九〇頁 商法五一二条を根拠としてからは、裁判所はそれに従っている（この点については甲斐好文「不動産仲介契約における報酬請求権」九大法学六五号一一頁・星野英一編『民法講座第五巻契約』 〔岡孝〕 （有斐閣、一九九二年）四八五頁参照） 。なお、商法五五〇条二項は内部的負担関係を定めたものではなく、委託者の相手方 対して直接仲立料の半額を請求できる趣旨であると解されている（青竹正一『特別講義
　
改正商法総則・商行為法
（第三版補訂版） 』 （成文堂、二〇一四年）一〇九頁） 。その他、根拠としては、民法一〇四条を類推適用して間に入る業者を、直接委託をしていない当事者の復受任者の地位にあると考え さらに民法一〇七条二項を類推適用して復受任者たる業者 報酬請求権を認めると 説がある（明石三郎「委託を けていない不動産宅建業者の報酬請求権の有無」関西大学法学論集一八巻 号五〇頁） 。
（
3）大判昭和八年九月二九日民集一二巻二三七六頁。小町谷操三『商行為法』 （日本評論社、一九三八年）四八頁、西原寛一『商行為法（オンデマンド版） 』 （有斐閣、二〇〇四年）一一七頁、平出慶道『商行為法』 （青林書院新社、一九八〇年）八九頁。最判昭和四四年六月二六日民集二三巻七号一二六四頁は、委託がない場合には他人のため する意思をもって行うことを要するとし、最判昭和五〇年 二月二六日民集二九巻一一号一八九〇頁では、客観的に見 当事者のためにする意思をもって仲介 為をしたもの 認めら ことを要する 。
（
4）一つの契約の成立について宅建業者が請求することができる仲介料は、国土交通大臣の定めた額を上限としなければならない（宅地建物取引業法四六条一項、二項） 。
（
（）事件番号昭和四四（オ 三六三号 同一事件について控訴審で当事 双方が上告しており、各上告理由に対する二つの判決が同日に出ている） 。
（
（）名古屋地判昭和五八年一二月一六日判時一一一一号一二七頁も判例と同様の立場をとるが、上記判例と異なり「不可分債権もしくは連帯債権ではなく可分債権であると解する」とし 確に債権の性質 ついて断定しているものの、そ 理由は明らかでない。
（
（）東京地判昭和三六年一〇月二六日下民集一二巻一〇号二四 〇頁、函館地判昭和四二年九月四日判時五〇四号八二頁は、二人以上の業者が共同で委託を受けて媒介行為を為した場合であり、特約のない限り連帯債権また 不可分債権の関係 立つ のとした。京都地判昭和四二年九月五日判時五〇四号七九頁は、報酬請求権の根拠を商法五五〇条二項の類推適用と 、売主買主から れぞれ委託を受けた宅建業者 共同して媒介行為をした場合には、連帯債権関係（各宅建業者の持分 特約がない限り平等）と た。東京地判昭和六〇年八月八日判タ六〇三号
一九四
六九頁は、仲介業者どうしの関係、仲介の過程は明らかでないが、連帯債権関係とし、その理由は不明。名古屋地判昭和六一年一二月二六日判時一二二九号一二五頁は、商法五一二条に基づき、委託を受けていない宅建業者も相当の報酬を請求できるとし、宅建業者らの報酬請求権は連帯債権であるとした。本件では既に 方の宅建業者が報酬 領しており、他の宅建業者 受領者に対する不当利得に基づく分配支払い請求を認めた。
（
（）函館地裁前掲注 （
（） 。
（
（）京都地裁前掲注 （
（） 。
（
10）會野和明「判批」商法三一二号一四頁。
（
11）明石三郎「判批」法時三五巻 一 九六 、同前掲注 （
2） 三九頁、坪田潤二郎『判例不動産取引法』 （酒井書店、一九六四年）六二頁以下、
森孝三「判批」法時四一巻一号 三七頁、牛山積「判批」民商六四巻五号九八九頁。
（
12）曾野和明「判批」商法三一二号一五頁、牛山積「判批」民商六四巻五号九八二頁は最判昭和四五年二月二六日について分配方法については曾野を引用し、連帯債権を支持したうえで、寄与の度合いに応じて決定されると考えるべきであるとする。
（
13）明石前掲注 （
2） 五一頁。
（
14）坪田前掲注 （
11） 六二頁以下
（
1（）「 〈座談会〉不動産媒介契約制度の現状と課題」ジュリ 〇四八号一六頁（本田純一意見）一七頁（宮島不二夫意見） 、不動産媒介契約研究委員会『不動産媒介契約のあり方についての提言』 （不動産適正取引推進機構、一九九 年） （提言二九、解説一、 二）八二頁。
（
1（）勿論、宅建業者には債務者に二重払いの危険を負わせないために仲介契約を締結する際に報酬の支払い方等の重要事項の説明が当然 求められている（宅建業法三五条） 。 かし、重要事項の説明や責務の明確化（同法三七条）がな ないままに契約がなされ、トラブルが生じることもあると言われている。前掲注 （
1（） 一六頁（石山和夫意見） 。
（
1（）民法四九四条の「債務を免れる」ことが債務の消滅を意味するという点に争いはないが、その効果が生じる時期については、供託によりただちに債務が消滅す とする説、債務者の取戻権（民四九六条）が消滅することにより債務が消滅するとする説、債権 還付を受けたことをもって消滅するとす 説など、学説上争いがある 磯村哲編『注釈民法（一二） 』 （有斐閣、一九七〇年） 〔甲斐道太郎〕二八六頁） 。しかし、供託実務上では、供託により債権者が還付請求権を取得し、それと同時に 務が消滅するものと解している。𠮷岡誠一編『新版よくわかる供託実務』 （日本加除出版、二〇一一年）五一頁、立花宣男監修・福岡法務局ブロック管内供託実 研究会『実務解説
　
供託の知識一六七
問』 （日本加除出版、二〇〇六年）一〇〇頁。なお、 「民法の一部を改正する法律案」 は、債務者が供託を た時 債権が消滅す こと 明文化された。法務省ホームページ「民法の一部を改正する法律案」
http
://w
w
w
.m
oj.go.jp/content/0011421（1.pdf ）六八頁。
（
1（）梅謙次郎『民法要義巻之三債権編（復刻版） 』 （有斐閣、一九八五年 二八四頁は、 「債権者カ故ナク弁済ヲ受ケサルトキハ債務者ハ永久ニ
一九五
不可分債権・連帯債権の供託的機能に関する一考察（近藤）
其義務ヲ負担スヘキモノト為スコトヲ得ス何トナレハ債務者ハ片時モ早ク其債務ヲ免レント欲スルハ人情ノ當ニ然ルヘキ所ニシテ又其利益ノ切ニ命スル所ナリ然ルニ債務者ニ毫末ノ過失ナクシテ速ニ其弁済ヲ了ハルコトヲ得サルモノトセハ債務者ノ保護足ラサ モノト謂フヘカラサレハナリ」と記している。
（
1（）佐藤岩昭「フランスにおける供託制度
│弁済供託を中心にして
│」吉戒修一編『供託制度創設百周年記念
　
供託制度をめぐる諸問題』 （テ
イハン、一九九一年）五頁。
（
20）船田享二『ローマ法（第三巻） 』 （岩波書店、一九七〇年）四八六頁。
（
21）原田慶吉『ローマ法（改訂）オンデマンド版』 （有斐閣、二〇〇一年）二四三頁。
（
22）佐藤前掲注 （
1（） 九八頁。
（
23）佐藤前掲注 （
1（） 九九頁。
（
24）佐藤前掲注 （
1（） 九四頁。
（
2（）佐藤前掲注 （
1（） 一二一頁。なお、ドイツでは供託法に基づき、区裁判所が供託業務を委託されており、供託事務を取り扱う司法補助官もま
た、法律にのみ拘束され独立して職務を行うものとされる。ドイツ供託法については栗田哲男「ドイツにおける供託制度」吉戒前掲注 （
1（）
一二七頁が詳しい。
（
2（）淸浦奎吾『明治法制史』 （明法堂、一八九九年）五八〇頁。
（
2（）瀧本誠一による解題によれば、本慣例類集は明治一四年に太政官中に設けられた商法取調委員会によって商法制定の参考とするために日本各地方における商業習慣 ついて各営業者、商業団体、地方官庁等に諮詢し、その答申をまとめたものであるとされる。瀧本誠一編『日本経済大典第四九巻』 （啓明社、一九三〇年）一頁。
（
2（）本文に挙げた『日本商事慣例類集』八三〇頁。驚くべきは、受領拒絶のような事態は聞い ことがない、あるいはあり得ないと答申した業者が非常に多いことであ 。
（
2（）中田薫『徳川時代の文学に見えたる私 』 （岩波書店、一九 四年）一〇二頁。
（
30）大槙紫山『江戸時代の制度辞典』 （歴史図書社、一九七三年）三二八頁、川崎房五郎『江戸八百八町』 （桃源社 一九六七年）五八頁。
（
31）司法省『民法理由書
　
五』 （発行年不明） 。
（
32）この業務は、国から委託を受けた日本銀行が行っていた。吉戒修一「供託制度創設百年の回顧と今後の展望」吉戒編前掲注 （
1（） 三〇頁。
（
33）前掲注 （
31） 四七七条（頁表示なし） 。
（
34）大蔵省内明治財政史編纂會編『明治財政史第十巻』 明治財政史発行所、一九 七年）三〇九頁。
（
3（）立花監修前掲注 （
1（） 八一、八二頁。
一九六
（
3（）立花監修前掲注 （
1（） 八三頁。最判昭和三六年一〇月一二日裁判集民事五五号一二五頁。
（
3（）吉戒前掲注 （
1（） 五頁。
（
3（）典型例として、事実上の不確知としては、債権者が死亡したために相続が開始したが債務者が相続人を知ることができないというような場合が挙げられる。また、法律上の不確知として、債権の帰属について係争中であるというような場合や、譲渡禁止特約付債権が譲渡されたが、特約につき債権譲受人の善意悪意が不明であるような場合。また、一つの債権を二重（またはそれ以上）に譲渡されたときに、二通以上の債権譲渡通知、あ いは譲渡通知と転付命令の到達が、先後不明である場合も含まれ 。
（
3（）𠮷岡前掲注 （
1（） 五六頁。
（
40）昭和四七年度全国供託課長会同決議六問『供託関係先例集（五） 』 （以下、 『先例集』とする）二四四頁、座談会「債権の譲渡及び差押等をめぐる供託上の諸問題について（上） 」登記研究四三八号七四頁。
（
41）登記研究前掲注 （
40） 七四頁。
（
42）佐藤勇「 『債権者不確知』を理由とする弁済供託の諸問題（四・完） 」登記研究二七七号四〇頁、太田健治「普通預金債権の場合の債権者不確知に基づく供託の可否」 『供託先例判例百選（第二版） 』 （有斐閣、二〇〇一年）五七頁。
（
43）大判大正七年一二月七日民録二四輯二三一〇頁傍論 大判昭和一二年一〇月一八日大民集一六巻一五二五 。我妻栄『新訂債権総論』 （岩波書店、一九六七年）二八〇頁。
（
44）我妻前掲注 （
43） 二七八頁、於保不二雄『債権総論（新版） 』 （有斐閣、一九七二年）三六五頁、甲斐前掲注 （
1（） 八一頁、平井宜雄『債権総論
（第二版） 』 （弘文堂、二〇〇〇年）一九二頁、潮見佳男『債権総論〔第二版〕Ⅱ』 （信山社、二〇〇一年） 〇二頁、佐久間毅「民法四七八条による取引保護」法学論叢一五四巻四・五・六号三九一頁。池田真朗は準占有者の定義をフランス民法の定義に返って「其身に債権者本人と思われる法的資格が備わった者」と限定的に解するべきであるとし（ 「民法四七八条の解釈・適用論 過去・現在・未来」 『慶應義塾大学法学部 律学科開設百年記念論文集法律学科篇』 （慶應義塾大学法学部、一九九〇年） ） 、川地宏行は、債務者の誤認対象を「受領権限誤認型」 「同一性誤認型」 「帰属誤認型」と分けたうえで、 「帰属誤認型」すなわち債権が帰属している外観を有する者が複数存在し、そのなかから債権帰属を決定する規範（債権帰属ルール によって真の債権者が客観的に決定されるが、債務者が債権帰属ルールを正確 理解せずにルールの内容を誤認して真の債権者以外の に弁済した、あるいは 帰属を決定づける事実を誤認して真の債権者以外の者に弁済し における民法四七八条の制度趣旨は、債権の準占有者に対す 弁済を有効として、債権の帰属をめぐる争いから債務者を離脱させ ことであるとした（川地宏行「民法四七八条における 務者保護要件」法律論叢八一巻一号一〇〇、 一〇一頁） 。本稿 前提 いる債務者の状況としては、この帰属誤認型に該当す と思われる。
（
4（）我妻前掲注 （
43） 二七八頁。
一九七
不可分債権・連帯債権の供託的機能に関する一考察（近藤）
（
4（）佐久間前掲注 （
44） 三八三頁。
（
4（）大判大正七年一二月七日民録二四輯二三一〇頁。
（
4（）最判昭和六一年四月一一日民集四〇巻三号五五八
（
4（）大判昭和二年 月二二日大民集六巻 八頁。
（
（0）最判平成一六年一〇 六 判時一八八一号六四頁。
（
（1）最判昭和三七年八月二 日民集 六巻九号一八〇九頁。
（
（2）立証責任については、善意・無過失であったことは、弁済者が立証しなければならない。これに対して、債務者の善意・無過失は「準占有者」に対する弁済であったという事実から推定されるものであるから、弁済の無効を主張する者が弁済者の悪意または過失を立証するべきであるとする立場もある（小野秀誠『債権総論』 （信山社、二〇一三年）二七八頁） 。一方、 「準占有者」概念があまりに拡大されてい ことから、このことのみをもって信頼し得るに足る外形が存在するとは言えないため、債務者側が立証責任を負うべきであるとする立場として佐久間前掲注 （
44） 四〇六頁。
（
（3）甲斐前掲注 （
1（） 九〇頁。なお、銀行の善意について、客観的に弁済者が債権者ではないと疑いを起こしたと解すことを相当と認められた場
合には、善意が認められなかった（大判大一〇年五月三〇日民録二七輯九八三頁） 。
（
（4）最判昭和三七年前掲注 （
（1）
（
（（）この他、最判昭和四一年一〇月四日民集二〇巻八号一五六五頁、最 昭和四二年一二月二 日民集二一巻一〇号二六一三頁。本判決の立場は受領者が本人と詐称するか代理人と詐称するかで保護に差異をもたらす理由はないとするかつての学説（我妻前掲注 （
43） 二七八頁、於保前
掲注 （
44） 三二四頁、松坂佐一『民法提要
　
債権総論（第四版） 』 （有斐閣、一九九六年）一九五頁）に依拠するものである（下森定「債権の準
占有者に対する弁済」谷口知平・加藤一郎編『新版・民法演習Ⅲ債権総論』 （有斐閣、一 八年 二二〇頁） 。債権者の代理人と称す者に対する弁済が四七八条の射程に含まれた とにより、四七八条と、同じく 利外観法理である表見代理制度（一 九条以下）とがどのような関係にな かが問題となる。表見代理を適用す 場合には債権者の帰責性（基本代理権の授与）と代理人と信じたことについて正当事由が必要となるため、どちらを適用するかということは債務者の保護範囲に明確な差異をもたらす。どちらの処 によるのが適切かは事案によって個別に議論されているようであ （佐久間前掲注 （
44） 三九三頁） 。しかし、一方で表見代理については真の債権者の帰責性が求められるのに対
して、他方四七八条については債務者側の要件として善意無過失を要求す のみであ ことから、単純に前者が後者の特別法であるとの見方もされ いる（磯村通『民法研究ノート』 （有斐閣、一九九〇年）一七〇頁） 。四七八条が表見代理制度よりも手厚く弁済者を保護している根拠として、表見代理は契約成立時の問題であり、相手方の代理権の有無を十分に調査するこ が可能であるが、四七八条は弁済時の問題であり、債務者は既に義務を履行しなければならない立場 あるためであるとされる（小野前掲注
（2） 二七五頁） 。一方、本人を詐称した場合の
一九八
みならず詐称代理人にまで本条を適用するならば、母法であるフランス民法、またはドイツ民法よりも外観保護を徹底することになるから、詐称代理人については表見代理制度によって規律するべきであるとするものとして、来栖三郎「債権の準占有と免責証券」民商法雑誌三三巻四号四七七頁以下がある。
（
（（）甲斐前掲注 （
1（） 九三頁。 「無責の債権者の犠牲において過失ある弁済者を保護することは過ぎたること」という利益衡量のためである。
（
（（）澤井裕『テキストブック債権総論（補訂版） 』 （有斐閣、一九八九年）一七一頁。
（
（（）甲斐前掲注 （
1（） 九三頁。また、債務者に過度な調査義務を課さない理由として、債務者は既に弁済が義務づけられて るがゆえに、不履行
責任に脅かされている状態にあること、それと同時に、債権者側にも煩雑な手続きや厳格な審査をされることなく弁済を受けることができるという期待があることが挙げられる（佐久間前掲注 （
44） 四〇七頁以下） 。
（
（（）東京地判平成二三年一月二〇日
W
estlaw
 Japan （文献番号
2011W
L
JP
C
A
0120（031 ） 。
（
（0）名古屋高判昭和五六年一二 二 民集四〇巻三号五七八頁。
（
（1）最判昭和六一年四月一一日民集四〇巻三号五五八頁。
（
（2）大阪地 平成一六 一二月二四日金判一二〇九号二〇
（
（3）この控訴審である大阪高判平成一七年九月 八日
W
estlaw
 Japan
文献番号
200（W
L
JP
C
A
0（2（0004
も原審を是認する。
 
　
学説を見れば、四七八条の母法であるフランス民法の解釈をもとに、過失についてはより厳格に判断し、四七八条の適用範囲は限定的に
解釈する立場もある。現行四七八条の前身となる旧民法財産編四五七条 、フランス民法一二四〇条に倣ったものである。フランス民法一二四〇条は、 「善意の債務者に二度払いを せな 」という趣旨のもと、弁済者に対して請求している本人こそが債権者である、というとが誰からも推定される者（つまり、債権証書の占有者や、債権者の代理人を称する はここに含まれ ）に対して債務者が善意で為した弁済について保護を与えるものであって かつ、それが「無理もな と思われる錯誤」である とを前提としている。このこ から、債務者が善意であればそれ以上に調査義務を課すことはできず、したがって、裁判所によって客観的 「債権 占有する者」に対する弁済であったと判断される限り、債務者に注意義務 過失）を問う必要はなかったとされる。
 
　
このように、フランス民法一二四〇条における債権 占有者概念は非常に狭いものとされ、誰にでも生じ得る錯誤によって弁済をした債務
者に限って保護する制度となっており、日本民法四七八条も形のうえではこれを継承した。しかし 戦後になり、先述のように詐称代理人に対する弁済の議論に端を発し 七八条の適用範囲はフランス民法 想定 た範囲を超え、取引の安全を保護する制度として現在 至るまで押し広げられてきた。そのため、四七八条は債 者を一方的に利するものであり には何の利益もない規定であると捉え、この適用範囲が拡大していることについて「広がり過ぎ」で と危惧する立場からは、当然に無過失 断の基準についても厳格 解釈するべきであるという意見が示され 。池田真朗は 「やは 四七八条は、その範としたフランス民法一二四〇条 よう 『誰でも犯す仕方 な 誤り
一九九
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を救済する』という発想に基づいてのみ、またその範囲で機能する場合のみ、合理性を保ちうる規定というべき」として、弁済者保護の範囲は最低限に抑えるべきものとする（池田前掲注 （
44） 三二六頁以下） 。
 
　
日本における四七八条の歴史的沿革、そしてこの母法であるフランス民法一二四〇条の解釈の紹介については、以下の詳細な先行研究があ
るので、それらを参照した。来栖三郎「判批」法学協会雑誌八四巻九号一二三一頁、池田真朗「民法四七八条論序説」慶應義塾大学大学院法学研究科論文集昭和四八年度一九頁以下、柚木馨「債権の準占有者への弁済（最判昭和三七年八月二一日集一六巻九号一八〇九頁） 」柚木馨・谷口知平・加藤一郎・好美清光『判例演習（債権 一）増補版』 （有斐閣、一九七三年）一九二頁。また、ごく最近の日本の四七八条の学説史として、河上正二「民法四七八条（債権の準占有者に対する弁済） 」広中俊雄・星野英一編『民法典の百年Ⅲ』 （有斐閣、一九九 年）一六五頁以下。本稿 、関係する範囲においてこれらに依拠する。
（
（4）最判昭和三七年八月二一日前掲注 （
（1）
（
（（）最判平成一五年四月 日民集五七巻四号三三七頁。
（
（（）池田前掲注 （
44） 三四八頁、潮見前掲注 （
44） 二〇七頁。
（
（（）大判昭和一〇年一〇月一一日新聞三九〇四号一〇頁、大判昭和一一年二月二七日大民集一五巻二四九頁。
（
（（）我妻前掲注
43） 二八〇頁、内田貴『民法Ⅲ（第三版） 』 （東京大学出版会、二〇〇八年）五五頁。
（
（（）なお、債権法改正の審議においては、当初から債権者の帰責性を独立の要件とするか否かについて話し合われたが、最終的に要件化しないものとして決着した。法制審議会改正部会第八回会議議事録一三頁以下、同会第四六回会議議事録四四頁以下。
（
（0）先例集 五）二四四頁。
（
（1）四七八条の適用範囲の拡張という点 関し 言えば、判例では、預金取引 めぐる事案において、単純には「弁済」と言えないような場面でも四七八条 適用を認めるに至っている。すなわち、預金契約の解約とそれ 伴 預金の払戻しであ 定期預金 期限前払戻しは、法的には銀行が預金契約を締結した時点 おい 中途解約に伴う払戻しが義務づけられているわけではないもの 、 「期限前払戻の場合に於ける弁済の具体的内容が 成立時に既に合意により確定されて」いたということをもって、解約から払戻しと う一連の行為を四七八条に言う「弁済」に該当するものとした（最判昭和四 年一〇月四日民集二〇巻八号一五六五 ） 。さらに、無記名定期預金を解約しないままこれを担保として貸付けをなし、弁済期に返済されなかった場合には無記名定期 と貸付け債権を相殺するという預金担保貸付の後の相殺という行為についても、最終 債務の消滅の手段である相殺を前提とした貸付け 場合には、これは無記名定期預金の期限前払戻しと同視することができることから 四七八条を類推適用し得ることを示した（最判昭和四八年三月二七日民集二七巻二号三七八頁） 。そしてここから、銀行の総合口座の当座貸越にも類推適用が認められることとな （最判昭和六三年一〇月一三日判時 二九五号五七
（
（2）中舎寛樹は、 「四七八条本来の意義をふり返るならば、 七八条が対象とするのは主として指名債権なのであり、債権者 債務者とが互い
二〇〇
の存在をよく知っているはずの債権であることに注意しなければならないであろう」 、 「このような債権関係において、弁済をなすべき債権者が誰であるのかわからないといった事態は、異常なできごとのはずである。 」とする（星野英一編『民法講座第四巻債権総論』 （有斐閣、一九八五年） 〔中舎寛樹〕三三五頁） 。佐久間毅もまた、個別性が強く、大量処理を要しない取引においては、 「請求者の受領権限の確認 調査を少し時間をかけて個別に行うこ が可能であり 当事者も通常そ ようにするもの 考えているであろうから 弁済者は無過失であるとされるためにそ ような調査・確認をおこなう必要がある。 」とする（佐久間前掲注 （
44） 四〇八頁） 。
（
（3）金融取引の事例でとりわけ四七八条における過失判断が厳格化されていること、立法的沿革から最低限の過失に限り保護する規定であるとする解釈、そして併せて帰責性要件を求める見解 有力に主張されていることには、共通 価値観が存在す 。すなわち、債務者の誤弁済により債務が消滅することに って、真の債権者は弁済受領者 持ち逃げをするリスク あるいは消費し、無資力となるリスクを負うことに対する懸念である。持ち逃げや無資力リスクそれ自体に関して言えば、債務者本人にも常に生じ得 危険である 、真の債権者には の準占有者に対 不当利得返還請求権が発生するため、債権者の債権額が減少するわけでは い。
 
　
しかし、 「債務者の誤弁済」を「債権の引当てが債務者の財産から準占有者の財産へ転換する」という現象と捉えるならば、ちょうど債務
者
-
引受人間の免責的債務引受において、債権者の意思的関与が必要と解されている（我妻前掲注 （
43） 五六八頁、於保前掲注 （
44） 三三七頁）
理由、すなわち、責任財産の転換によって債 の摑取力が弱 られ 危険がある、と言う価値判断が、四七八条適用の場面でも妥当するもと考えられる。権利外観法理としての四七八条における議論は、 の準占有者の外観を信じたという一事をもって債権者に引当財産の転換を甘受させることの利益不均衡を是正することが主眼 置 れ いると言えよう。もっとも、この、弁済受領者 無資力リスクというものが、実際にどれほどのリスクであるのか、という点については、判然としない。なぜ ら、転換した結果 して引当財産が減少するかもしれない 増加する可能性もあるからであ 。 は、このリスクを、 「債権者 関与しない引当財産の転換によって、債権者が契約時において想定し得なかったリスクを負わされる可能性」であると捉えることもできる。しかし、やはりそもそも債務 自身が無資力になる、あるいは持ち逃げをする可能性と、受領債権者が無資力になる、あ いは持ち逃げをす 可能性を そこま 区別 必要がある か否か 疑問が残る。
（
（4）分割債権者らの内部で異なる持分額が定められていた場合には、自己の持分を超えて受領した分割債権者は、超過した分を他の分割債権者に分配することが必要である。西村信雄編『注釈民法（一一） 』 （有斐閣、一九六五年） 〔椿寿夫〕二八頁。
（
（（）椿前掲注 （
（4） 二三頁。
（
（（）連帯債権を、連帯債務における「連帯」の意味の解釈とパラレルに考えるならば、当然に連帯関係、すなわち どうしに関係性がない場合には「不真正連帯債権」という概念も想定す ができるのかもしれない。 か 、 「連帯」 意義が連帯債務と連帯債権で同 と考え得るか否かは改めて検討を要することであ から、現在 ところ不真正連帯債権という概念の意味内容は不確定である たがって 本稿
二〇一
不可分債権・連帯債権の供託的機能に関する一考察（近藤）
では、少なくとも「連帯」の性質として最低限導き出し得るであろう「複数債権者の独立した全額請求権」と「債務の一倍額性」にのみ着目するものとしたい。したがって、真正、不真正の区別にはここでは触れず、両方一括して「連帯債権」と称することにする。
（
（（）共同所有権に基づく共有物引渡請求権（最判昭和四二年八月二五日民集二一巻七号一七四〇頁） 、数名が供託した公債の取戻請求権（大決大正四年二月一五日民録二一輯一〇六頁） 。
（
（（）星野英一『民法概論Ⅲ』 （良書普及会、一九七九年）一 九頁。しかし同時に、受領債権者の持ち逃げのリスクを懸念している。前田達明「口述債権総論」 （成文堂、一九八七年）二八五頁。
（
（（）現在国会に提出されている民法の 部を改正する法律案では、四三二条以下に連帯債権関係が規定されることとなっている。現行の四二八条には、不可分債権には目的物が性質上の不可分である場合 、可分であっても意思表示によって不可分とする場合が規定されてい が、連帯債権が明文化された後 、意思表示による 債権と連帯債権との差異は、目的物が不可分か 可分か いう点のみとなり、意思表示による不可分という分類はなくなることと る。したがって、金銭債権については、もっぱら連帯債権となる。
（
（0）椿寿夫「複数の債権者と分割原則 『多数当事者の債権関係（椿寿夫著作集Ⅰ） 』 （信山社、二〇〇六年）四二一頁以下では 複数債権者関係において分割原則をとることに対する批判的な観点から、不可分債権および連帯債権を考察した論稿 る。多数債務者関係については分割原則を批判す 一方、多数債権者関係に関しては、むしろ全額単独請求 を各 者に認めることを制限的に解すべきであると警鐘を鳴らす。この理由として、椿は①「債権行使の独立・便宜」 、②「債権者の満足」 、③「債務者の保護」の三つを比較衡量のための要素として挙げる。そして、不可分債権および連帯 のこ ような利益状況 鑑みると、権利を行使しなかった債権者の満足に対す 危険と、全額単独請求を認めることで債務者に生ずる便宜 を利益衡量 と、前者が後者を凌駕すると解している。そして 債権者側と債務者の利益衝突を生じたときは、少なくとも第一次的に 債権者各自の立場、利益を優先させるべきであ こと 挙げ
 
　
この椿論文は、不可分債権および連帯債権を認定する際の考慮要素を明示している点で、多数債権者関係に関する傾聴すべき先行研究の一
つであると思われる。もっとも、そのなかでは、決して積極的 債権者側の受領 無資力リスクや、 務者の誤払いリスクの評価にまで踏み込んでいるわけではない むしろ、債務者の誤払いリスクに関して言えば 「 くに債務者の保護になるわけではない」とする鈴木禄弥説を引くのみ あり、そのリスク評価が適切なものか否か なお不明確であ ため、先の要素③を評価しないままに利益衡量がなされてい ようにも感じられる。
（
（1）不可分債権に関して言えば、ドイツ民法四三二条では各債権者は債務者に対して全ての債権者のために供託することを請求することができると定めている。確かにこの方法が債権者を害することなし 不可分 を消滅させる方法であるが、それ は不便 ので便宜上からフランス民法、そし 旧民法の規定（旧民 財産編四四一条 旧民法 担保編八六条）に従 起草者（富井政章） 説明 前田前掲注 （
（（） 二八四頁。
二〇二
（
（2）なお、この点についてはドイツ民法四二八条に定める連帯債権の説明においても言及されている（
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（
（3）不動産媒介契約研究委員会前掲注 （
1（） 。本書は、一般財団法人不動産適正取引推進機構（ 「不動産取引に関する紛争の未然防止を図るとと
もに、適正かつ迅速な処理を推進して、消費者の保護と宅地建物取引業の健全な発展に寄与すること」を目的とする一般財団法人であり、元は国土交通省の所管。 ）の委託により不動産媒介契約研究委員会により「一九九〇年から一九九三年まで実施した「不動産媒介契約に関する研究調査」の結果に基づき、不動産媒介契約に関する制度および実務の在 方について研究委員会の評価および意見を 提言」の形式でとりまとめた」 の。ここ ある「提言」は「調査結果の学術的評価 それに携わった研究委員の意見であり、それ以外ではない」という点には当然留意しなければならない。しかし、殊に本稿において問題としているところは、個々の裁判例の数も多くはない。このようななかで「四年間に全国の不動産業者に対して行ったアンケート調査 よびヒアリング調査」等に基づき討議され、出された本提言は、十分に参照に値するものである 考える。
（
（4）本提言前掲注 （
（3） 「二九」八一頁。現在、不動産売買流通市場の整備、近代化を推進し、不動産の適正かつ公平な流通を促進することを目
的として、国土交通大臣が圏域ごと 不動産流通機構（不動産情報交換 ため 宅建業者間のネットワークシステム。
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）と呼ばれる）を指定している（これを一般的に指定流通機構という） 。この指定流通機構とは、宅建業者間で
広く不動産物件情報を 換し、共同して契約相手の探索を行うための組織であり、一定類型の媒介契約（専属専任媒介契約および専任媒介契約）を締結した場合には、指定流通機構への不動産売却情報 登録することが義務づけられている（ジュリ一〇四八号八頁以下） 。このシステムが広く通用すれば、元付け業者 客付け業者 二極直結した取引が容易になり、中間の業者の介在は少なくなるとの見方もある（本提言前掲注 （
（3） 八一頁） 。しかし一方で、先述の媒介契約類型以外の一般媒介の場合には登録が義務づけられていないことから、中間の業者をめ
ぐる問題はなお存在する。
（
（（）中間の業者は誰に対して報酬を請求することができるかという論点に関しては、 「分かれ」を原則とするべきであるとされる（本提言前掲注 （
（3） 「二九
－一」八三頁） 。 「分かれ」とは、元付け業者、客付け業者については、直接委託を受けた売買当事者に対してのみ請求すること
ができ、反対の当事者に対しては請求 ないということを意味 、間に入った業者について 、その業者に情報提供を依頼した元付けないし客付け業者が、自己が得た報酬から分配を行う する される。
（
（（）本提言前掲注
（3） 「二九
－一」八二頁、 「二九
－二」八五頁
（
（（）留意しておかなければならないことは、本提言の示す債権関係は、債務者 直接委任契約を締結した仲介者のみ 弁済受領権者としていため、その点で誰に対しても弁済できる連帯債権とは異 る である。弁済受領権限を有する債権者を特定の一人にすることによって、債務者にとっては実質的に弁済相手が一人に確定できること、債権 間にお る請求の入れ違いによ 煩わしさをなくし、弁済に関する
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情報を特定の弁済受領者に集めることができることなど、債務関係をより単純化できる。さらに言えば、担保付きシンジケート・ローンのパラレル・デット方式のように、受領権限を有する債権者に一定の責任が認められる可能性もある。このように、連帯債権に特約を付したり、責任を課すことで、債権者側の弁済受領者の無資力リスクを軽減したり、予め責任の所在を明確にすることができる。連帯債権の法的性質を厳密に定義する は別途必要かもしれないが、筆者は、連帯債権という法的性質を原型として、さまざまな契約関係が成り立ち得るものと感じている。
（
（（）ただし、現在のところ連帯債権および不真正連帯債権の定義、体系について学説上統一的見解が見られるわけではない。したがって、全額受領した債権者 対して他の債権者は分配請求すること できるのか、あるいはどの割合で分配す のかという法的根拠があるわけではないので、そこの点に関しては各学説によって考え方は異なる。なお、連帯 的 見る説（これは、請求と弁済の形式の面から連帯債権のようであるというだけであり、連帯債権そのものではない。次の不真正連帯債権的に見る説も同様。 ）として浅沼武「判批」金法二七六号一八頁、山田二郎「判批」金法九二四号一二頁。不真正連帯債権的 見る説として、横山長「判批」金法七三三号九頁、石田喜久夫「判批」手形研究二九八号四頁、本田純一「判批」金判六〇五号五四頁、孕石孟則「判批」判タ四七〇号三一頁 畔柳章裕「判批」立教大学法学研究四号五七頁、鈴木禄弥『債権法講義（四訂版） 』 （創文社、二〇〇一年）四九六頁（なお、鈴木禄弥は当初は連帯債権的に見 説を ってお れた 、版の改訂に伴い立場を修正されている。詳しい理由は明記されていない） 。この他の立場として、譲受人間の優劣を決 ることができない限り、債務者は二重払い 危険を避けるため 債務の履行を拒むことができるとする説（長谷部茂吉 六六六 一七頁） 、各譲受人間に優先関係がないため、各譲受人は平等の割合で債権を分割取得し 自己 帰属す 債権額についてのみ第三 者に対して支払い 求めることができるとする説（分割 説） （石田穣「判批」
N
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二〇三号三六頁、高木多喜男ほか「債権の二重譲渡と対抗要件（一） 」竹下意
見
N
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二〇八号一二頁、椿寿夫「判批」判タ四三九号六九頁） 、多数当事者の債権関係そのものではなく、類似した状況が現れるのみとす
る説（池田真朗「債権譲渡の対抗要件具備の衝突」民法の争点Ⅱ 二頁） 多数当事者の債権債務関係 形成されるわけで ないという立場（伊藤進「判批」ジュリ七四三号八六頁） 、各譲受人は債務者に対し独立して債権を取得し、債務者がそのうちの一人に対し弁済等の債務消滅行為をとればその限度で全譲受人の債権が消滅する関係として構成する説 独立債権説） （池垣君雄「判例解説」昭和五五年度最高裁判所判例解説民事篇、これに近い立場をとるものとして後藤勇「判批」 タ七七九号 七頁）がある。
（
（（）昭和五九年全国供託課長会同決議受入一問・先例集（七）一〇二頁。
（
（0）民事局第四課補佐官竹田盛之輔の説明によれば、譲受人相互間の法律関係は不分明であっても、債務者はだれに支払えばよいか、また支払いは免責されるかという点は昭和五五年判決上明確であるから、一般人にその点の 断を求めても決して酷 はないと る。 「昭和五九年度全国供託課長会同における協議問題決議の解説」民事月報四〇巻一号六頁。
（
（1）平成五年五月一八日付民四第三八四一号民事局第四課長通知。
二〇四
（
（2）池田真朗「判批」判タ六九〇号一八頁、同『債権譲渡の研究（増補二版） 』 （弘文堂、二〇〇四年）一五一頁、上原敏夫「債権の譲渡・差押えの競合と第三債務者の地位
│最高裁平成五年三月三〇日判決を機縁として
│」法曹時報四五巻八号一四頁。
（
（3）法務省民事局第四課長宇佐美隆男監修「債権譲渡通知の同時到達を理由とする債権者不確知供託の可否」 〔藤本幸弘〕
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三三二号三一頁、
法務省民事局第四課長永井紀昭監修「譲渡通知と滞納処分による差押通知との各送達の先後関係不明な場合と供託」 〔山田紘〕
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三一頁。この理由の一つとして、仮に通知が同時に到達した場合に債権者不確知供託を認めたとした場合、供託後に譲受人（被供託者）のいずれか 方から還付請求があれば、供託所としてはその請求に応じざ を得ないことになり、これは債権者不確知供託の手続に馴染まないということも挙げられている（竹田前掲注 （
（0） 一〇頁） 。もっとも、実務上は、仮に通知が同時に到達した場合であっても、供託所の供託原因
欄に「到達時期不明」 旨を記載すれば、供託は認められるようである（筧康生「債権譲渡通知が同時に送達された場合の債権者不確知に基づく供託の可否」 『供託先例判例百選（第一版） 』 （有斐閣、一九九〇年）七一頁） 。平成五年判決によれば、供託還付金請求権は各譲受人に対して債権額に応じた割合で按分して帰属するものとされているが、こ 場合の供託に必要な書類について、各債権者がそれぞれ取得した金額につい どのような証明書類が必要なのかはなお明らかではな （上原前掲注 （
（2） 一六頁、脚注二三） 。これは供託された供託金が分割され
ることはない、という原則に対する例外と見るべきであろうか。
（
（4）連帯債権関係が成立し得ると言われる事例としては、本稿に挙げたもののほかに、副代理人に対する本人と代理人の権利の関係、転貸人に対する賃貸人と賃借人との関係、担保付きシンジケート・ローンのパラレル・デット・スキーム、抵当 不動産侵害に対する不法行為責任を追及する所有権者 抵当権者 工業所有権侵害における権利者と実施権者の損害賠償請求権などが考えられる。
（
（（）大審院時代からこの立場であるが、最高裁のものとして最判昭和二九年四月八日民集八巻四号八一九頁、最判昭和三〇年五月三一日民集九巻六号七九三頁。なお、預金債権に関しては、多くの下級審が相続分に応じた分割債権であ としてい 。中川善之助・泉久雄『相続法（律学全集） 』 （有斐閣、二〇〇〇年）二三三頁 脚注四。
（
（（）分割取得するとしたものとして名古屋地判平成一六年六月一八日金商一二一〇号二七頁、不可分債権としたものとして東京地判昭和四年七月一六日下民二一巻七・八号一 六二頁、同昭和四七年一二月二二日判時七〇八号五九頁、大阪高判平成元年八月二九日判タ七〇九号二〇八頁がある。
（
（（）大判大正一一年一一月二四日大民集一巻六七〇頁。
（
（（）なお、以上のことは、賃貸借目的物に係る費用以外の、相続財産に一般的に含まれる債権について共同相続人らの不可分債権 なると解しているものではない。
 
　
他方で、相続以外の原因で複数の賃借人がいるような場合、すなわち、複数人が一つの目的物につき共同して賃借しているような場合につ
いて、賃貸人が必要費用の償還をしなければならない場合 、確かに実際にどの程度の 費 負担したのか いう各賃借人の持分額は、
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賃貸人からは確知し得ない。しかし、この場合には賃貸人は、賃借人の人数を正確に把握していると考えられるだろう。
 
　
この点、誤弁済リスクという観点から見れば、賃貸人のリスクは賃借人の共同相続の場合に比べて少ないと思われる。したがって、四二七
条に従うことも十分にあり得る。もっとも、同物件を使用している賃借人らに対して分割して支払うことは、四二七条に従って等しい割合で分割した額を債権者に支払うことは、む ろ弁済の便宜という点で合理的ではないように思われる。賃貸借契約上の主導権が賃貸人にある点も考慮すれば、まずは賃借人に問い合わせ確認することが可能であるし、さらに弁済 便宜 考えるならば、予め不可分債権および連帯債権とすることを明示的に意思表示しておく方が、債権者債務者双方にとっ 合理的であるように思われる。
（
（（）この基準の検討については、拙稿「裁判における連帯債権の認定基準」中央大学大学院研究年報四三号法学研究科編九九頁で詳述した。
（
100）新第四三二条では、 「債権の目的がその性質上可分である場合において、法令の規定又は当事者の意思表意によって数人が連帯して債権を有するときは、各債権者は、全ての債権者のために全部又は一部の履行を請求することができ、債務者は、全ての債権者のために各債権者に対して履行をすることができる。 」とする。第三編第三節第三款に第四三二条〜第四三五条の二までが連帯債権に関す 規定とな 。連帯債権関係の発生については、最終的な文言として、 「法令の規定又は当事者の意思表示」によるも とされて る。この「当事者の意思表示」という意味については、誰の誰に対する意思表示なのかが明確で 点指摘され、解釈 委ね ものという意見も見られる（法制審議会改正部会第九二回会議議事録二六頁） 。この点 第七七回会議 おいて、中田裕康委員は、債権者全員と債務者との合意が必要であ と指摘している（法制審議会第七七回会議議事録二七頁） 。
（
101）法制審議会民法（債権関係）部会、部会資料八
－一民法（債権関係）の改正に関する検討事項（三）九頁。
（
102）法制審議会民法（債権関係）部会、部会資料六四
－五「民法（債権関係）の改正に関する中間試案」に対して寄せられた意見の概要（各
論） 【速報版（四） 】 五頁、法制審 会第七七回会議議事録二五頁。
（
103）この点については後に、共同 債務関係については多数当事者の債権および債務 関す 一般的な規定には含めないとされた。民法（債権関係）部会資料三六、 四〇頁。
（
104）第七七回会議議事録二六頁以下。
（本学大学院法学研究科博士課程後期課程在籍）
